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序章 中所得国の罠とイノベーション 
 
中国は 1978 年の改革開放から 30 年以上に渡り、年平均 7%以上という驚異的な経
済発展を遂げた。経済規模の拡大と共に、個人消費も大きく拡大した。ボストンコン
サルティンググループ（以下、BCG）のシルバースタイン等（2014）はこの消費の拡
大に着目し、21 ヵ国の 24000 人を対象とした消費者心理に関する年次調査などを用
いて詳細な分析を行った。それによれば、約 2 兆ドルであった 2010 年の個人消費は、
2020 年には約 6.2 兆ドルに増加するという。この消費の拡大は、所得の増加に由来す
る。BCG が世界銀行や国連による調査データをもとに行った予測によれば、2010 年
から 20 年にかけて、一人当たりの年間平均所得は 4400 ドルから 12300 ドルに増加
し、その結果、中国の上位層は 2400 万世帯から 9100 万世帯に、中位層は 1 億 900
万世帯から 2 億 200 万世帯に増加、下位層は 2 億 6000 万世帯から 1 億 3800 万世帯
に減少するという。国際貧困ライン（1 日 2.5 ドル）未満の生活者は、2 億 800 万人
から 1 億 5000 万人に減少すると予測する。香港上海銀行（HSBC）は BCG よりもよ
り長期（2010 年からの 50 年間）の予測を行い、一人当たり所得は中国で約 800%増
加すると推計した。 
ただし、これらの予測は、深刻な経済の停滞や自然災害、政情不安が生じず、今後
も持続的に経済規模が拡大し、消費や所得が増大するとの仮定に基づいている。とこ
ろが、近年中国において、これまでのような資本や労働の投入に依存した経済発展モ
デルは持続可能ではない、とする議論がなされるようになった。たとえば、世界銀行
と中国国務院発展研究中心が 2013 年に発表した China2030 は、中国が「中所得国の
罠」に陥る危険性を指摘する。中所得国の罠とは、資本や労働の投入の増大によって
低所得国から中所得国へと発展した国が、イノベーション（技術革新）能力の欠如に
より高所得国へと発展できず、その国の経済が長期にわたって停滞してしまう現象を
指す（Gill and Kharas[2007]）。 
中所得国の罠を回避し、持続的に経済を発展させるためには、独自のイノベーショ
ンによって新たな価値を生み出す力を深化させる必要がある。この重要性については
中国政府も十分認識しており、2005 年 10 月に行われた第 16 期五中全会において、
自主イノベーション能力の増強を科学技術発展戦略の基礎、産業構造調整や経済成長
パターンの転換の中心と位置づけ、オリジナル・イノベーション能力、技術の集約に
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よるイノベーション能力、導入・消化・吸収による二次イノベーション能力を向上さ
せることが提起された。自主イノベーションとは、中国企業が主体的に、財産権を有
する技術、基準、ブランドの確立を目指す創造・革新のことであり、従来の海外から
の技術導入や模倣とは区別される（関[2013]）。 
ところで、BCG の消費者心理に関する年次調査によれば、36%の消費者が今後 1 年
で裁量支出が増加すると考えており、また、39%がワンランク上の高品質商品の購入
を希望し、特に、エレクトロニクスやアパレルなどの製品、より高度な医療サービス
等に支出するという。2010 年から 2020 年にかけて、中国ではこうした中間層が 1 億
900 万世帯から 2 億 200 万世帯に増加することも勘案すれば、中国企業は独自のイノ
ベーションを深化させ、消費者に求められるより質の高い製品を生産し、拡大する内
需を取り込むことが、今後の持続的な企業や産業の発展、ひいては経済全体の成長に
対して非常に重要であるといえる。 
しかし、中国には企業の自主イノベーション活動の普及を妨げる制度的要因が存在
するという。Breznitz and Murphree（2011）はそれを、「構造化された不確実性」
と呼ぶ。詳しい紹介は第 2 章以降に譲るが、これは中国の持つ様々な「曖昧さ」によ
って作り出される不確実性を意味する。Breznitz and Murphree（2011）によれば、
構造化された不確実性の存在ゆえに、中長期的な予測等が難しくリスクが非常に大き
くなり、最先端の自主イノベーションは非効率的なものになる可能性があるため、多
くの中国企業はそれを手控える傾向にあるという。ただし、中国企業はそのような特
殊な環境のもとで独自のイノベーションを深化させることにより、企業を発展させて
きた。しかし、このような中国独自のイノベーションの特徴については、これまで主
にフィールド調査によって明らかにされてきた一方、データの制約から、ミクロレベ
ルの実証分析はあまりなされてこなかった。本研究の大きな目的の一つは、様々な先
行研究を結び付けながら、フィールド調査によって明らかにされてきたこれらの特徴
を再整理し、それらを実証的に確認することにある。 
本論文は、中国におけるイノベーションについて、まず、第 1 章で市レベルのデー
タによってマクロ的傾向を把握し、その上で、第 2 章・第 3 章で、企業レベルのデー
タを用いてより精緻にミクロ的傾向を把握するという、以下のような構成になってい
る。第 1 章において「都市」やそこに集積する「人的資本」に着目し、国全体として
イノベーション活動（技術投資）や人的資本蓄積、また、都市の社会資本の整備がど
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のように都市や地域の発展に影響を与えるのか、イノベーションはどう重要なのか、
という点を実証的に明らかにする。第 2 章では、改革開放後の中国の経済成長におい
て中心的役割を担った「第二世代イノベーション」を取り上げ、第 3 章では中国企業
の自主イノベーション活動について「政府との結びつき」という視点から考察を行う。
本研究により、中国のイノベーションの分野における独自性の一端を実証的に明らか
にする。 
 
【参考文献】 
1. Breznitz，Dan and Michael Murphree（ 2011）“Run of the Red Queen: 
Government, Innovation, Globalization, and Economic Growth in China.” 
Yale University Press. 
2. Gill，Indermit and Homi Kharas （2007）“An East Asian Renaissance: Ideas 
for Economic Growth. ” The International Bank for Reconstruction and 
Development and The World Bank. 
3. The World Bank and Development Research Center of the State Council, the 
People’s Republic of China （ 2013 ）“ China2030: Building a Modern, 
Harmonious, and Creative Society.”The World Bank. 
4. 関志雄（2013）『中国 二つの罠 待ち受ける歴史的転換』日本経済新聞社。  
5. シルバースタイン，J. マイケル・アビーク シンイ・キャロル リャオ・デビッ
ド マイケル（2014）『世界を動かす消費者たち―新たな経済大国・中国とイン
ドの消費マインド』ダイヤモンド社。  
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第 1 章 中国における「クリエイティブ資本理論」にかんする実証分析 
 
1.はじめに 
 
Krugman（1994）が指摘するように、改革開放後の中国の驚異的な経済発展は、
膨大な規模の投入の増大によるものであった。新技術は主に、外資系企業を誘致する、
または中国企業と合弁させることによって獲得し、中国は「世界の工場」として粗放
型の経済発展の道を邁進してきた。しかし、経済規模の拡大と共に、地価や労働者の
平均賃金の急激な上昇が見られる昨今、従来のような経済発展モデルは持続可能では
ないとする議論がなされるようになった。  
たとえば、2013 年に世界銀行と中国国務院発展研究中心が発表した China2030 は、
中国が「中所得国の罠」に陥る危険性を指摘した。中所得国の罠とは、資本や労働の
投入の増大によって低所得国から中所得国へと発展した国が、イノベーション i（技術
革新）能力の欠如により高所得国へと発展できず、その国の経済が長期にわたって停
滞してしまう現象を指す（Gill and Kharas[2007]）。中所得国の罠を回避するために
は、独自のイノベーションを生み出す力を向上させる必要がある。そして、それを手
段の一つとした内包型の経済発展モデルの深化は、今後の中国の成長にとって重要な
鍵であるといえる。 
ところで、Solow（1956）に代表される経済発展に関する先行研究は数多く存在す
るが、Lucas（1988）が指摘するように、一般的に、経済成長は都市に人的資本が蓄
積し、そこでイノベーションが起こることで、内包的に生じると言われている。しか
し、人的資本や技術進歩の議論が多くなされてきた一方で、人的資本の移動が活発に
なった現在において「なぜ、人的資本はある都市に集まるのか、他の都市には集まら
ないのか」という根本的な議論はなされてこなかった。  
この点に着目したのが、リチャード・フロリダである。フロリダは、従来の経済成
長論と、経済地理学を融合させた「クリエイティブ資本理論」と呼ばれる新たなモデ
ルを考案した。フロリダは、経済発展が生じる要因として、これまでの技術と人的資
                                                   
i本章における「イノベーション」は、Schumpeter （1912）の議論における、1.新しい
品質の財貨の生産、2.新しい生産方法、3.新しい販路の開拓、4.原料或いは半製品の新し
い供給源の獲得、5.新しい組織の実現、という定義を援用し、「何らかの新しい価値を生
み出すこと」と定義する。 
5 
 
本という二つの要因に、都市の魅力（フロリダはこれを都市の「寛容性」と表現した）
という要素を加え、これら 3 つの側面から都市や地域の経済発展を実証的に分析した
（Florida et al.[2008]）。 
フロリダのクリエイティブ資本理論は、世界中の政策当局の都市開発政策に援用さ
れている（Glaeser[2013]）。そして、次節で紹介するように近年中国においても注目
を集め、徐々に学術的な研究もなされるようになってきた。ただし、それらの多くが、
フロリダの議論の整理やその一部を切り取った簡単な相関分析に留まっている。従っ
て、中国を対象とした、フロリダが欧米を対象として行っているような本格的な実証
分析は未だ存在していない。よって、近年世界中で注目を集めているクリエイティブ
資本理論を援用し、今後の発展にとって重要な鍵である中国の内包的な経済発展モデ
ルの特徴を実証的に明らかにすることが本章の目的である。 
本章の構成は、以下の通りである。まず第 2 節では、分析の土台となるフロリダの
クリエイティブ資本理論について、欧米や日本、中国を対象とした様々な先行研究を
もとに整理する。第 3 節では本章で用いる実証モデルを紹介する。そして、第 4 節で
実証結果を示した上で、第 5 節において実証分析の結論および今後の課題について論
じる。 
 
2.先行研究 
 
ジェイン・ジェイコブズは、一国の経済は都市の発展によって成長し、都市が発展
するかどうかは、その都市が如何に多様な財やサービスを「輸入置換」出来るかに依
存する、という。輸入置換とは、ある都市が国内外の他の都市から輸入していた製品
を自製し、そして輸出するようになることを指す。輸入置換のためには、生産財とサ
ービスの「インプロビゼーション ii」が必要であるという。Jacobs（1969，1984）は、
都市の発展のための、様々な財やサービスの輸入置換、それに伴う都市の産業の多様
化、そして輸入置換を担う創造的な都市住民の重要性を指摘した。  
都市に着目したジェイコブズの研究から大きな影響を受けたロバート・ルーカスは、
Lucas（1988）において経済成長論の観点から、即ち、経済成長のエンジンの一つと
して、人的資本に着目した。ルーカスは、人的資本の集中がもたらす生産性の上昇を
                                                   
ii Improvisation：臨機応変の改良を意味する。  
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地域の経済成長の決定的要因であると見なし、これを「ジェイン・ジェイコブズ的外
部性」と呼んだ（フロリダ[2008]）。また、ニューヨークを例に挙げながら、知識の交
換の場としての都市の重要性を指摘した。ルーカスは、経済活動の多くはアートや科
学の多くと同様にクリエイティブなものである（Lucas[1988] p.38）と論じ、都市に
おける創造的な人々の集積の重要性も強調した。 
フロリダは、経済成長論における人的資本に関する多くの研究を踏まえ、一つの疑
問を抱いた。それは、人的資本（クリエイティブな人々）は、何故ある特定の場所に
蓄積するのか、彼らは住む場所をどのように決定しているのか、という点である。フ
ロリダは、これまで経済学者や社会学者は企業の立地の決定については注目してきた
が、人的資本の「立地」にはあまり注目してこなかったと指摘する。 
ところで、エドワード・グレイザーも、ジェイコブズの研究から大きな影響を受け、
経済地理学的な観点から都市の重要性に着目した一人である。グレイザーは Gleaser 
et al.（2001）やグレイザー（2012）において、都市のスプロール化（都市の郊外へ
の無秩序な拡大）を否定し、都市の「密度」の重要性を指摘した。グレイザーは、都
市に多くの人々が密集し、相互にアイディアを伝達・交換し合うことでイノベーショ
ンが生じ都市が発展するという。この議論においては特に、多くの人を惹きつけ密集
させる、即ち、都市の密度を高めることに対する、「都市の魅力」の重要性を強調する。
都市の密度を高めるためには、①レストランやシアターなど様々な財やサービスの充
実、②都市のよりよい景観や気候、③低犯罪率で良好な学校等公共サービスの完備、
④都市交通の整備、などの条件を満たす魅力的な都市、即ち、「消費者都市（Consumer 
City）」になる必要があるという。 
フロリダは、グレイザーの議論をさらに掘り下げ、人的資本の立地決定要因の解明
に援用した。人的資本蓄積と技術革新、それに伴う経済発展、という従来の経済成長
論に、人的資本の立地決定という経済地理学的議論を追加した「クリエイティブ資本
理論」をフロリダ（2008）において発表した。フロリダの研究の独創性は、この点に
ある。以下で、クリエイティブ資本理論についてのフロリダの説明を引用する。  
 
地域の経済成長は、多様性があり寛容で新しいアイディアに開放的な場所を好むクリ
エイティブな人々が原動力となる。多様性があればその場所は、さまざまなスキルや
アイディアを持つクリエイティブな人々を惹きつける可能性が高くなる。クリエイテ
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ィブな人々が混じり合う場所では、新しい組み合わせを生みやすい。そのうえ、多様
性と集中が重なることで知識の流れが速くなる。より大きな、多様性に富むクリエイ
ティブ資本の集積が、イノベーションの可能性を高め、ハイテク企業の設立、そして
雇用の創出や経済成長に結びついていく（フロリダ[2008] p.314）。 
 
つまり、クリエイティブ資本理論とは、都市の経済成長を促すためには「技術
（Technology）」と「才能（Talent）」そして都市の持つ「寛容性（Tolerance）」の 3
つの要素（3 つの T）全てが必要である、という議論である。この議論は、以下の 2
点がとりわけ特徴的である。 
第一に、先に述べた都市の魅力と同義である、寛容性（Tolerance）という概念であ
る。寛容性とは、都市の魅力の大きさや、人的資本が都市へ参入する障壁の低さを示
す。移動性の高いクリエイティブクラスは、働く場所を決める際、そこに仕事がある
からという理由だけではなく、場所の質（都市の魅力）も重視するという（フロリダ
[2008]）。フロリダは、都市の魅力を、多様性や開放性といった風土的要因と、都市の
アメニティといった物質的要因に大別した。  
フロリダによる都市の寛容性に関する研究の中で特に斬新な点は、都市の開放性や
多様性を測る尺度の一つとして「ボヘミアン」と呼ばれる人々に着目している点であ
る。ボヘミアンとは、Florida（2002a）による整理によれば、仕事をする基準を、労
働倫理ではなく、自分の喜びと自己実現（Self-Actualization）においている人々であ
るという。具体的には、画家や彫刻家などの芸術家、ミュージシャンや作曲家、デザ
イナーやダンサーなどを指す。ボヘミアンと呼ばれる人々が多く活躍できる都市は、
音楽や芸術などの文化の厚みが大きく、また、多様な文化や価値観を持った人々を受
け入れることができる開放的な都市であるという。Florida（2002a）では、その都市
のボヘミアンの数の都市人口に対する構成比率を、全国のボヘミアンの数の全人口に
対する構成比率で割り、特化係数の比率表示にした「ボヘミアン指数」を算出し、ボ
ヘミアンの多さを都市の多様性や開放性を測る指標の一つとした。多様性に富んだ開
放的な都市は、都市への新規参入者にとっての参入障壁が低い、即ち、新規参入者に
寛容な都市であるという。 
また、フロリダによれば、クリエイティブクラスの分布は都市の文化水準、多様性
や開放性に加えて、都市のアメニティの充実度とも有意に相関するという
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（Florida[2002b]）。都市のアメニティとは、グレイザーの消費者都市（Consumer City）
の議論の中でも条件とされた、レストランやシアター、レクリエーション、都市環境
や公共サービス、都市交通網などを指す。フロリダの寛容性に関する議論を総合すれ
ば、アメニティが充実し、ボヘミアン指数の高いような多様性に富んだ開放的な都市、
寛容性の高い魅力的な都市に、クリエイティブクラスはより集まる傾向にあるという
議論である。 
第二に、人的資本を示す「才能（Talent）」の定義も非常に特徴的である。ここで、
フロリダによる人的資本の定義を紹介する前に、人的資本に関する先行研究を振り返
る。Benhabib and Spiegel（1994）は、国レベルのデータを用い、人的資本蓄積が経
済発展に与える影響を推計した。それによれば、人的資本の蓄積は一人当たり所得の
成長自体よりも、その生産性（TFP）の上昇に貢献するという。加えて、人的資本は
二つのメカニズムにより、成長に影響を与えると指摘した。第一に、人的資本の水準
は、国内で生み出される技術的イノベーションに影響を与え、第二に、人的資本の蓄
積は、海外からもたらされる技術への適応の早さに影響を与えるという。  
Benhabib and Spiegel（1994）は国レベルで分析を行ったが、徳井等（2013）は、
日本の都道府県レベルで人的資本に関する考察を行った。具体的には、国勢調査のデ
ータを用い、産業立地要因や若年者の労働移動などを考慮に入れた上で、地域間の人
的資本の質格差指標を作成しその要因を中心に分析を行った。徳井等（2013）は、地
域間の人的資本格差は労働生産性格差と明瞭な正の相関を持っており、両者の関係は
むしろ近年強まってきていると指摘する。この点においては、人的資本の水準と生産
性（TFP）の関係を指摘した Benhabib and Spiegel（1994）の結果と整合的である。 
このように、人的資本については様々な先行研究が存在する。そして、それらの多
くが、人的資本を学歴などの教育水準によって計測している。しかし、フロリダは、
従来の学歴ベースの定義ではなく、「新しい発想、新しい技術、新しい作品など、意義
のある新しい形態（価値）を作り出す職業に従事する者」という、職業ベースの定義
を用いた。そして、職業ベースで定義した才能（Talent）と呼ばれる人々を、従来の
学歴ベースで測った「人的資本」と区別するため、彼らを「クリエイティブクラス」
と名付けた。クリエイティブクラスの範囲に属する職業は多種多様であり、科学者や
技術者、大学教授やソフトウェアのプログラマーから、ハイテク、金融、法律、医療、
教育、芸術、音楽、娯楽産業で働く人々まで非常に幅広い。なお、学歴ベースではな
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く職業ベースで測る利点として、学歴ベースの定義では見落とされていた、マイケル・
デルやビル・ゲイツといった、大学を卒業していないにも拘わらず経済に大きな影響
を与えた人々も、クリエイティブクラス（人的資本）の定義によって捉えることがで
きるため、より現実に即した分析が可能な点などが挙げられる（Florida et al.[2008]）。 
ヨーロッパにおける 7 ヵ国の中の 500 以上の地域を分析対象とした Boschma et al.
（2009）は、クリエイティブクラスの分布や、それを決定する要因（都市の魅力）な
どに焦点を当てた。それによれば、クリエイティブクラスの分布に対し、雇用機会、
ボヘミアン指数、医療や図書館などの公共サービス、バーやレストランなどの充実度
がいずれも有意な正の効果を有するという。 
Florida et al.（2008）は、これまで紹介してきた議論、即ちフロリダ（2008）で提
起された、都市の持つ 3 つの T（技術、才能、寛容性）の各要素と都市の経済成長の
関係について、学歴ベースで測った人的資本と職業ベースで測ったクリエイティブク
ラスを対比させつつ、統合的な実証分析を行った。それによれば、都市の持つ 3 つの
T は全て、都市の経済発展に対し有意な正の影響を与えており、また、従来の学歴ベ
ースの人的資本では経済発展の一部しか説明できず、学歴ベースよりも職業ベースで
定義した人的資本（クリエイティブクラス）の方が、より都市の経済発展を説明でき
るという。 
近年、中国においても盛んにフロリダの議論が取り上げられるようになった。それ
についての学術的な研究の一つとしては、厲（2013）が挙げられる。厲無畏は、中国
の創造的産業についての研究の第一人者である。創造的産業とは、創意産業とも呼ば
れ、個人的な創意（クリエイティビティ）、スキル、才能に基盤を置く産業であり、ま
た、知的財産権の開発と運用を通して、富と雇用を生み出す可能性を備えた産業のこ
とである。具体的には、ファッション、広告、出版、映画、音楽、娯楽などの産業を
指す。厲の定義は、より文化的な側面を強調するものの、定義の上ではフロリダのそ
れと近い。厲は、中国の今後の発展のためには、科学技術の創造力と文化の創造力を
相互に高めつつ組み合わせ、「中国の製造（Made in China）」から「中国の創造（Created 
in China）」へ転換することが必要であると強調する。フロリダの議論を踏まえ、厲
（2013）は中国における「寛容性」の高い都市とは、自由でゆるい社会環境及び創造
的な雰囲気があり、仕事（Laboring）、学習（Learning）、生活（Living）の環境が充
実している魅力的な都市であるという。クリエイティブクラスを惹きつける魅力的な
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（寛容的な）都市の例として、厲（2013）では、異文化や新しいものへの包容力及び
自由な流動環境があり、田子坊などの文化創造産業区が整備されている上海を挙げて
いる。 
以上のように、フロリダの議論は世界中で研究されているが、中国については、多
くの研究がフロリダの議論の紹介や統計的な考察に留まっており、実証的な分析は、
洪等（2011）など数が少ない。ただし、洪等（2011）は、中国におけるクリエイティ
ブクラスの分布についての回帰分析を行っているのみで、Florida et al.（2008）のよ
うに、3 つの T（技術、才能、寛容性）全ての要素を用い、統合的に経済発展を説明
した実証研究は存在していない。そこで、本章では、フロリダのいう都市の成長要因
と中国の都市や地域の経済成長の関係について実証的に分析する。 
 
3.推計方法 
  
本章では、フロリダの議論における「3 つの T（技術、才能、寛容性）」の各要素が、
都市の経済発展に対しどのような影響を与えているかについて、(1)式を基礎として都
市レベルのパネルデータを構築し、実証的に検討する。  
 
𝑅𝑒𝑔𝑖𝑜𝑛𝑎𝑙 𝐷𝑒𝑣𝑒𝑙𝑜𝑝𝑚𝑒𝑛𝑡𝑖𝑡 = 𝑇𝑒𝑐ℎ𝑛𝑜𝑙𝑜𝑔𝑦𝑖𝑡 + 𝑇𝑎𝑙𝑒𝑛𝑡𝑖𝑡 + 𝑇𝑜𝑙𝑒𝑟𝑎𝑛𝑐𝑒𝑖𝑡 + 𝑋 + 𝑎𝑖 + 𝜀𝑖𝑡・・・(1) 
 
従属変数（被説明変数）は各都市の経済水準（一人当たり GDP）とし、国全体での
景気の変動の影響などを制御するため、モデルに各年度のダミーを加えた。また、第
1 節で述べたように中国はこれまで粗放型の経済発展を遂げてきたことを踏まえ、モ
デルに企業の固定資産額も加えた。年ダミーと、各都市の各年度における企業の固定
資産額は、制御変数として併せて X と表記した。以下では、X を除く独立変数（説明
変数）の定義について、「3 つの T」の議論と関連付けて説明する。  
 
3.1 技術（Technology） 
Florida et al.（2008）は、ハイテク産業の生産額などを用いて算出したテックポー
ル指数で各都市の技術水準を定義し、Boschma et al.（2009）は住民 1 万人あたりの
特許の数を用いて定義した。研究者や対象地域によって定義は様々であるが、本章で
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は、都市の技術水準を「民」ではなく「官」の側面から定義する。それは第一に、都
市レベルでの民間の技術水準（たとえば、インプットとしての研究開発投資額、アウ
トプットとしての特許数など）のデータの入手が困難であるため、第二に、中国の科
学技術開発は、1980 年代頃までは一般企業ではなく大学や政府の研究機関が中心的な
役割を担い、現在においてもなお、大学や研究機関が特にハイテク技術の発展に対し
て非常に重要な役割を担っている（関[2007]）ためである。よって、本章では都市の
技術水準を、各市の財政支出額に占める科学技術投資額の割合として定義する。  
 
3.2 才能（Talent） 
フロリダ（2008）は、クリエイティブクラスを科学者や技術者、大学教授、ソフト
ウェアのプログラマー、ハイテク、金融、法律、医療、教育、芸術、音楽、娯楽など
の産業で働く人々と定義している。定義が非常に幅広く厳密ではないため、データ上
の産業分類とフロリダの定義を紐付け、本章でのクリエイティブクラスの定義は「コ
ンピュータ、ソフトウェア、金融、科学研究、技術サービス、教育、衛生、文化、体
育、娯楽産業に従事する人々」とする。それを踏まえ、「才能」変数の定義は、都市の
全労働者数に占めるクリエイティブクラスの割合とする。図 3-1 によれば、中国にお
いても経済発展と共にクリエイティブクラスも大きく増加してきたことが分かる。  
 
図 3-1：都市のクリエイティブクラスと GDP の推移(2003 年-2010 年) 
 
出所）中国統計年鑑及び中国城市統計年鑑各年版より著者作成。  
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3.3 寛容性（Tolerance） 
本章での「寛容性」は、Florida（2002a，2002b）、Boschma et al.（2009）で挙げ
られた、都市の文化水準、多様性や開放性、アメニティといったクリエイティブクラ
スを惹きつける要因についての議論、Gleaser（2001）による「消費者都市（Consumer 
City）」に関する議論の二つを踏まえて定義する。即ち、本章では都市の寛容性を「ク
リエイティブクラスを惹きつけ、イノベーションを育み、都市や地域の経済発展を促
す素地となりうる都市環境の充実度」とする。以下の変数を全て計量モデルに入れる
ことで、複数の側面から都市の寛容性を捕らえる。具体的には、①住民１万人当たり
の大学数（University）、②住民一万人当たりの公共図書館蔵書数（Library）、③住民
一人当たり緑地面積（Green）、④住民一人当たり道路面積（Road）、⑤ボヘミアン指
数（Bohemian）、とする（括弧内は変数名を示す）。なお、ボヘミアン指数は以下の
計算式を元に算出した。 
𝐵𝑜ℎ𝑒𝑚𝑖𝑎𝑛 𝑖𝑡 = (
𝐵𝑜ℎ𝑒𝑚𝑖𝑎𝑛𝑠𝑖 𝑡
𝑃𝑜𝑝𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑖 𝑡
)/(
𝐵𝑜ℎ𝑒𝑚𝑖𝑎𝑛𝑠𝑎𝑙𝑙 𝑡
𝑃𝑜𝑝𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑎𝑙𝑙 𝑡
) 
なお、𝐵𝑜ℎ𝑒𝑚𝑖𝑎𝑛 𝑖𝑡は t 年における都市 i のボヘミアン指数、𝐵𝑜ℎ𝑒𝑚𝑖𝑎𝑛𝑠𝑖 𝑡は t 年にお
ける都市 i のボヘミアンの数、𝑃𝑜𝑝𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑖 𝑡は t 年における都市 i の人口、𝐵𝑜ℎ𝑒𝑚𝑖𝑎𝑛𝑠𝑎𝑙𝑙 𝑡
は t 年における全分析対象都市のボヘミアンの数、𝑃𝑜𝑝𝑢𝑙𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑎𝑙𝑙 𝑡は t 年における全分
析対象都市の人口をそれぞれ示す。先行研究で紹介したように、ボヘミアンと呼ばれ
る人々が多く活躍できる都市は、音楽や芸術などの文化の厚みが大きく、また、多様
な文化や価値観を持った人々を受け入れることができる開放的な都市であるという。
従って、ボヘミアン指数は開放性や多様性を示す代理指数である。  
しかし、データの制約により、欧米を対象とした研究で「ボヘミアン」とされた、
例えば、画家や彫刻家などの芸術家、ミュージシャンや作曲家、デザイナーやダンサ
ーなどの職業に従事する人のみを抽出することは出来ない。そこで、データ上の職業
分類に合わせ、本章におけるボヘミアンは「文化、体育、娯楽産業に従事する人々」
とする。職業分類が非常に幅広く曖昧なため、この分類にはフロリダの考えるボヘミ
アン以外の人々も多く含まれてしまう。従って、純粋なそれのみが抽出されたとは言
えないが、各都市の文化的側面や傾向を把握するため、試験的な代理変数としてこの
ボヘミアン指数を用いたい。この点に関しては、結論の今後の課題の部分で改めて触
れる。以上を踏まえ、都市の教育、公共サービス、景観や環境、交通網の整備といっ
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たアメニティの側面と、ボヘミアン指数を用いた多様性や開放性という側面から、多
面的に都市の「寛容性」を定義した。  
 
表 3-1 寛容性の各変数と経済発展水準の相関係数(2010 年) 
 
University Library Green Road Bohemian 
一人当たり GDP 0.49 0.57 0.21 0.52 0.45 
出所）中国城市統計年鑑 2011 より著者作成。  
 
表 3-1 より、どの変数も都市の経済発展水準に対し、程度の差はあれ相関関係を有
していることが分かる。フロリダの研究においても特徴的であったボヘミアン指数は、
図 3-3 で示す通り、クリエイティブクラスの数とも正の相関を持っている。この図に
よれば、他の都市と比較してボヘミアンが多く集まっている都市（ボヘミアン指数の
高い都市）に、クリエイティブクラスは多く集まっている可能性が示唆されている。
言い換えれば、これは、中国のクリエイティブクラスも都市の文化水準や開放性、多
様性に惹きつけられている可能性を示している。  
本章で用いた、ボヘミアンに関するデータや基準は、欧米のボヘミアンの分布を分
析した Florida（2002a）で用いられたそれらとは異なるため、単純に比較はできない
が、Florida（2002a）でのボヘミアン指数は最大値が 1.93 であったのに対し、本章
では最大値が北京の 19.37（2005 年）であった。従って、中国のボヘミアンに関する
特徴の一つとしては、米国と比べてボヘミアンが一部の都市により多く集まっている
点が挙げられる。 
また、図 3.3 には、紙幅の都合で全都市名を入れることは出来なかったが、特徴的
な 4 つの都市名を書き入れた。厲（2013）でも触れられていたように、978 芸術区や
田子坊など、芸術家等が多く集まる文化創造産業区を持つ北京や上海に加え、複製画
で世界的なシェアを持つ大芬油絵村が存在する深圳、漢族とは異なった多様な文化を
持つ少数民族が多く集まる中国西部最大の都市、烏魯木斉にボヘミアンが相対的に多
く集まっているという結果は、中国の現状とも整合的である。従って、ボヘミアン指
数は、多様性や開放性をある程度捉えている可能性があるといえる。 
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図 3-2 ボヘミアン指数とクリエイティブクラス (2010 年) 
 
出所）中国城市統計年鑑 2011 より著者作成。  
 
3.4 モデルと変数 
 以上の説明を踏まえ、本節では分析に用いる具体的な実証モデルを紹介する。ただ
しその前に、フロリダの議論に対するエンリコ・モレッティの指摘について検討する。  
エンリコ・モレッティもまた、ジェイン・ジェイコブズから影響を受けた経済学者で
ある。モレッティ（2014）は、イノベーションの源泉となるハイテク産業とそれに付
随する高技能労働者の都市への集積、そして、その集積の地元経済への波及効果の重
要性を強調する。モレッティ（2014）は、フロリダの一連の研究についても言及して
おり、人的資本の蓄積やそこから生まれるイノベーションの重要性に関しては肯定的
にとらえている。その一方で、都市の魅力に関する議論には疑問を投げかけている。
モレッティは、堅実な経済基盤が築かれているから、その都市に充実した文化が生ま
れるのであり、その逆ではないと指摘する。生活の質の高さは優秀な人材を惹きつけ、
都市を経済的に成功させる助けにはなるが、それだけでは経済が停滞した都市をイノ
ベーションハブに変える原動力にはなりえないという。 
ただし、フロリダは、クリエイティブクラスは住む場所を決める際に、賃金と同様
に生活の質の高さも評価しているという現状を踏まえ、都市の発展には、都市の魅力
や生活の質、クリエイティブクラスの蓄積、技術の発展、の三要素すべてが必要であ
ると論じているため、モレッティの指摘は若干フロリダの意図とは乖離がある。また、
モレッティ（2014）に対するエドワード・グレイザーの書評（Glaeser[2013]）も、
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フロリダの議論はモレッティの指摘よりもより広範な議論であり、クリエイティブク
ラスを惹きつけることが議論の中心で、それを惹きつけ育む都市の魅力や環境もまた
重要であると指摘している。もちろん、モレッティが指摘したような「鶏が先か、卵
が先か」という因果関係についての指摘は、フロリダ（2010）が既に取り上げており、
ジェントリフィケーション iiiが過度に進みすぎることで逆に地域の魅力が減じるとい
う事例を引き合いに出して反論している。 
しかし、経済が発展した地域にクリエイティブクラスが惹きつけられているのでは
ないか、地域が発展しているから相対的に科学技術に投資できるのではないか、とす
る指摘は比較的説得力を持つ。そこで本章では、(1)式を(2)式のように書き換え、本章
における実証モデルとしたうえで、先述のような「鶏が先か、卵が先か」という因果
関係（逆因果）に関する問題を制御するため、(2)式のモデルの独立変数（説明変数）
を全て、一期前と二期前のラグ変数にそれぞれ変更したモデルも併せて推計した。  
 
𝐺𝐷𝑃 𝑝𝑒𝑟 𝑐𝑎𝑝𝑖𝑡𝑎𝑖𝑡
= 𝑇𝑒𝑐ℎ𝑛𝑜𝑙𝑜𝑔𝑦𝑖𝑡 + 𝐶𝑟𝑒𝑎𝑡𝑖𝑣𝑒 𝐶𝑙𝑎𝑠𝑠𝑖𝑡 + 𝐷𝑜𝑐𝑡𝑜𝑟𝑖𝑡 + 𝑈𝑛𝑖𝑣𝑒𝑟𝑠𝑖𝑡𝑦𝑖𝑡 + 𝐿𝑖𝑏𝑟𝑎𝑟𝑦𝑖𝑡
+ 𝐺𝑟𝑒𝑒𝑛𝑖𝑡 + 𝐿𝑜𝑎𝑑𝑖𝑡 + 𝐵𝑜ℎ𝑒𝑚𝑖𝑎𝑛𝑖𝑡+𝐹𝑖𝑥𝑒𝑑 𝐴𝑠𝑠𝑒𝑡𝑠𝑖𝑡 + 𝑑2004 + ⋯ + 𝑑2010 + 𝑎𝑖
+ 𝜀𝑖𝑡 
・・・(2) 
 
Fixed Assets は、各都市の全規模以上工業企業 ivの固定資産額を示し、対数値とし
た。なお、この固定資産額は、固定資産の原価からその償却費用を減じたものである。
また、𝑑2004から𝑑2010は年次ダミーを示す。年次ダミーについては、説明変数を一期前
のラグ変数にしたモデルは𝑑2004を、二期前のラグ変数にしたモデルは、𝑑2005を、それ
ぞれベンチマークとして除いている。Fixed Assets は、先に述べたように、これまで
中国は粗放型の経済発展を行ってきたことを踏まえ、工場など資本投入の影響を制御
する。年次ダミーは、景気変動の影響を制御する。 
データは中国城市統計年鑑（国家統計局・中国統計出版社）から入手し、欠損値や
                                                   
iii 発展した都市の中の衰退した地区を再開発し、地域の再生を促すことを指す。 
iv 規模以上工業企業とは、国有企業と年間売り上げが 500 万元以上の大中型非国有企業を
指す。なお、2011 年から基準が 2000 万元に引き上げられている。  
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異常値が無い分析可能な地級市をパネルデータ化した。ただし、クリエイティブクラ
スは北京、天津、重慶、上海といった直轄市および広州など、中国経済の中心地に極
端に多く集まっていると考えられ、それらの都市を含めて推計を行った場合、推計結
果に偏りが生じる可能性がある。そこで、上記 4 都市はサンプルから除外して推計を
行った。入手可能なデータの連続性の制約から、分析対象年（被説明変数のデータの
年度）は 2003 年から 2010 年の 8 年間（説明変数を一期前のラグ変数とした分析は
2004 年から 2010 年の 7 年間、二期前のラグ変数とした分析は、2005 年から 2010 年
の 6 年間）とした。なお、パネルデータ分析の際は、市レベルのデータの分析である
ため、地域特性など経時的に変化しない個別効果を除去出来る固定効果モデルvを採用
し推定した。記述統計量は本章末尾に記載した。 
 
4.推計結果 
 
(2)式の実証モデルを推計した結果は、本章末尾に掲載した。以下では、推計結果を
もとに考察を行う。 
まず、従属変数（被説明変数）と独立変数（説明変数）に同期のデータを用いたモ
デル①の推計結果である。都市の寛容性を示す説明変数は、公共図書館蔵書数とボヘ
ミアン指数が有意であったものの、大学数や緑地・道路面積については有意な効果が
得られなかった。都市へのクリエイティブクラスの蓄積を示す変数は 5%水準で有意
であったことから、クリエイティブクラスの蓄積は都市の発展に対して重要な要素と
なっていることが示された。都市の技術投資水準を示す変数は 1％水準で有意な結果
になったことから、各都市の財政支出に占める科学技術支出の比率が高い、即ち、科
学技術投資に積極的な都市であるほど都市の経済は発展する、との結果が示された。
また、制御変数はすべて有意な結果となった。 
続いて、 (2)式の独立変数（説明変数）の全てを一期前のラグ変数および二期前の
ラグ変数に変更したモデル②および③の結果を考察する。モデル②では、モデル①の
結果と有意水準が異なる変数が存在するものの、モデル①の結果とほぼ同様の推計結
果を得ることが出来た。ただし、モデル③においては、モデル全体の傾向はモデル①
の結果と大きく異ならなかったものの、クリエイティブクラスの蓄積を示す変数が非
                                                   
v 推計に際しては、ハウスマン検定、Breusch and Pagan 検定、および F 検定を行った。  
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有意な結果を示し、その一方で大学数は有意な結果となった。大学数がモデル③の推
計においてのみ有意になったことは、即ち、大学等の公教育の充実は、ある程度の時
間を経た後に、徐々に効果をもたらす可能性を示しているといえる。  
モデル①からモデル③の推計結果を勘案すれば、モレッティの指摘を踏まえても、
本章のモデルは全体としてはフロリダのモデル及び推計結果を、中国を対象とした実
証分析においても肯定する結果となった。ただし、個別的に見れば、クリエイティブ
クラスの蓄積を示す変数については、独立変数（説明変数）を全て二期前にした場合
には有意な結果が得られなかったため、逆因果の可能性を完全に取り除くことは出来
なかった。この点に関しては次節の今後の課題において改めて議論する。  
なお、上記の分析では、クリエイティブクラスがきわめて多く集まっていると考え
られる北京や上海といった都市をサンプルから除いて推計を行ったが、紙幅の都合で
記述統計や推計結果は省略するが、それらの都市を加えた分析を行っても、上記の推
計結果と大きな差は無かった。また、併せて、経時的には特に大きく変化しないと考
えられる変数である一万人当たりの大学数を除いたモデルでの推計も行った。その結
果も、上記の推計結果と大きく変化しなかったため、上記モデルについてある程度の
頑健性が確認されたと考える。 
  
5.結論および今後の課題 
 
改革開放から 30 年以上にわたり、典型的な粗放型の経済発展を推し進めた結果、
中国の GDP は日本を抜いて世界第二位となった。中国は発展途上国から中所得国へ
の仲間入りを果たし、今や、高所得国への階段を上ろうとしている。その一方で、序
章で取り上げた中所得国の罠に陥らないよう、中国はいま、効率性の改善や技術進歩
に基礎を置く、独自のイノベーションを手段の一つとした内包的な経済発展モデルの
深化に取り組んでいる。このように、短い期間で状況が大きく変化しているにも拘わ
らず、内包的な経済発展モデルを取り上げた研究は、これまでほとんどなされてこな
かった。戸籍制度は未だ残っているものの、労働力は比較的自由に移動できるように
なったいま、人的資本の蓄積と独自のイノベーションの推進、その結果としての経済
成長という、内包的な発展モデルについても実証的に研究を行う必要があるという点
が本章の問題意識であった。 
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そこで、分析にあたり、近年世界中で注目を集めているリチャード・フロリダのク
リエイティブ資本理論を援用した。Florida et al.（2008）における 3 つの T の各要因
が、どのように中国の都市や地域の経済発展を規定するのかについて、(2) 式のモデ
ルを用いて推計した。実証結果によれば、中国経済は資本や労働の投入の増大に依拠
した粗放型の経済発展を遂げたと言われているが、その一方で、技術投資、人的資本
の蓄積や社会資本の整備といった要因もまた、非常に重要であることが示された。フ
ロリダの議論を中国の都市に当てはめた実証研究は、これまでにない本章の貢献とい
える。以下では、実証結果を踏まえての考察を行う。 
第一に、これまで中国の経済発展の担い手として、農民工のようなブルーカラー労
働者が注目を集めてきたが、クリエイティブクラスのような階層の人々も重要な役割
を担っていることが示された。中国政府による労働移動についての規制が徐々に緩和
されてゆく中で、今後ますますクリエイティブクラスの移動は活発になると考えられ
る。従って、インフラ整備や工場の誘致など従来型の地域開発政策に加え、クリエイ
ティブクラスを惹きつける都市の魅力を高めてゆかなければ、彼らの流出を招き、魅
力の乏しい都市や地域は衰退する危険性がある。  
第二に、都市の魅力という観点でいえば、そもそもこれまで中国において、都市や
地域の経済成長と、高等教育、公共サービス、環境、交通網などの整備や充実といっ
たアメニティ、都市の文化水準や多様性、開放性といった要素を関連付けた実証研究
はほぼ存在していなかった。経済成長を促す素地となる都市の寛容性という要素も、
中国の経済発展には必要であるという示唆は特徴的である。高度成長を遂げ、なりふ
り構わない経済成長から持続可能な経済成長への転換が望まれるようになった昨今の
中国においては、さまざまな側面で都市環境の改善や充実が必要であることが伺える。
一般的な芸術地区である 798 芸術区や田子坊だけでなく、複製画のメッカという独特
の芸術地区である大芬油絵村、少数民族の伝統芸能や芸術など、多様な文化を持つ中
国という側面と、経済発展著しい中国という側面を重ねることが出来たことは、本章
の特徴的な結論の一つである。 
第三に、Krugman（1994）が指摘するように、これまで中国は資本と労働投入の
増大による、粗放型経済発展モデルで成長を続けてきたと言われている。本章の実証
結果より、技術投資の増加が都市の経済発展を促進するという結果が得られたことか
ら、中国は旧来の粗放型経済発展モデルに加え、中国独自のイノベーションを手段の
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一つとした内包的な経済発展モデルも、中国の経済発展に対して重要な役割を担って
いることが示された点も、本章の特徴の一つである。  
以上の考察を踏まえ、以下の三点を今後の課題として挙げておきたい。  
第一に、実証分析に用いたデータの精緻化である。本章では技術、才能、寛容性と
いう「3 つの T」という側面から、幅広いデータを用いて多面的な分析を行った。し
かし、たとえば、技術の変数については、特許数や企業の R&D 投資額のデータ、才
能の変数については、中国の労働者の職業に関する詳細なデータ、寛容性の変数につ
いては、各都市の公共サービスや治安、アメニティについてのより詳細なデータを得
ることが出来れば、さらに精緻な実証分析が可能となる。また、データ上の職業分類
が非常に幅広かったため、本来の純粋なボヘミアンのみを抽出することが出来なかっ
た。よって、より詳細なデータを入手し再度分析を行うことは、今後の課題としたい。
また、同一指標を用いた統一的なデータセットの構築のために、分析年度を 2003 年
から 2010 年とした。これをさらに遡ることが出来れば、中国における内包的経済発
展モデルの特徴をより精緻にとらえることが可能となる。これも、今後の課題とした
い。 
第二に、前節でも触れたが、本章の実証分析では、一部の説明変数（クリエイティ
ブクラスの蓄積を示す変数）において、モレッティが指摘する逆因果の可能性を完全
に取り除くことが出来なかった。よって、本章の実証分析において、フロリダの言う
経済成長を規定する 3 つの要因と中国の経済成長の関係について、完全に有意な因果
関係の存在を示すことは出来ず、一部は相関関係の存在を示すだけに留まっている可
能性がある。この点については、第一点目においても触れたが、より充実したデータ
セットが入手でき次第、クリエイティブクラスの定義をより精緻化した上で、改めて
実証分析を行いたい。 
第三に、本章では人的資本の蓄積や、技術水準が向上することで都市の経済は発展
する、と規定したが、クリエイティブクラスが集積することで実際にどのような種類
のイノベーションが起こり、いかなるプロセスで経済は発展するのか、という点にま
では踏み込むことが出来なかった。このようなイノベーションの質、および、経済へ
の波及効果については、次章以降で議論する。 
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表 1  記述統計 
 
出所）中国城市統計年鑑より著者作成。  
 
表 2  推計結果 
 
注）*：10%有意、**：5%有意、***：1%有意をそれぞれ示す。  
出所）推計結果より著者作成。 
 
 
 
変数名 変数 平均値 標準誤差 最小値 最大値
GDP per capita 一人当たりGDP(元) 20542.15 16605.50 99 122565
Technology 科学技術投資水準(%) 0.79 0.83 0.0000179 6.93
Creative Class クリエイティブクラス(%) 26.70 7.95 3.21 63.10
University 一万人当たりの大学数(校) 0.02 0.02 0 0.12
Library 一万人当たりの公共図書館蔵書数(冊) 3426.60 3162.01 128.60 21177.38
Green 一人当たり緑地面積(㎢) 32.11 52.60 0.57 1179.22
Road 一人当たり道路面積(㎢) 8.57 4.70 0.78 36.57
Bohemian ボヘミアン指数 0.88 0.77 0.09 5.14
Fixed Assets 固定資産額(万元) 3919289 5028608 86045 62700000
標本数　1800  / グループ数(都市数)　225
係数 t値 係数 t値 係数 t値
一万人当たりの大学数 20938.13 0.75 41134.50 1.43 64480.33** 2.08
一万人当たりの公共図書館蔵書数 0.66*** 6.23 0.38*** 3.43 0.49*** 4.08
一人当たり緑地面積 -1.06 -0.41 -1.65 -0.64 -3.06 -1.11
一人当たり道路面積 66.68 1.21 32.28 0.56 15.97 0.26
ボヘミアン指数 1249.15*** 3.11 1539.74*** 3.81 1600.44*** 3.79
固定資産額(対数値) 1540.73*** 3.17 3073.48*** 5.69 3146.03*** 5.84
2004年ダミー 2054.18*** 4.93
2005年ダミー 3636.07*** 8.27 1592.73*** 4.05
2006年ダミー 5703.70*** 11.92 3639.12*** 8.65 2184.14*** 5.84
2007年ダミー 4730.81*** 8.51 6315.32*** 13.48 5040.65*** 12.35
2008年ダミー 8045.21*** 12.87 6205.21*** 11.05 8258.97*** 17.75
2009年ダミー 9832.42*** 13.07 7711.41*** 11.99 7664.46*** 13.21
2010年ダミー 14304.65*** 17.28 11589.53*** 14.64 11831.01*** 17.56
定数項  -18724.56*** -2.62  -36910.42*** -4.65  -34081.34*** -3.95
標本数
グループ数(都市数)
決定係数
説明変数
今期（モデル①） 1期前（モデル②）
3624.53*** 14.35科学技術投資水準
225
0.77
クリエイティブクラス
4112.20*** 17.59
119.11**
2期前（モデル③）
被説明変数：一人当たりGDP(今期)
1575
225
0.76
1350
225
0.75
2496.62*** 8.65
22.43 0.392.44 103.03** 2.02
1800
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第 2 章 中国における「第二世代イノベーション」にかんする実証分析 
 
1.はじめに 
 
 1978 年の改革開放以降、中国は年平均 7%以上という驚異的な経済発展を遂げてき
た。ところが、昨今、例えば世界銀行と中国国務院発展研究中心が、2013 年に発表し
た China2030 で指摘したように、中国が「中所得国の罠」に陥る可能性が指摘され
るようになった。中所得国の罠とは、資本や労働の投入の増大によって低所得国から
中所得国へと発展した国が、イノベーションvi（技術革新）能力の欠如により高所得
国へと発展できず、その国の経済が長期にわたって停滞してしまう現象を指す（Gill 
and Kharas[2007]）。中所得国の罠を乗り越えるためには、経済発展のパターンを、
資本や労働の投入に依存した「粗放型」から、科学技術の進歩や労働者の熟練化など
による生産性の上昇を伴う「集約型」に転換させ、イノベーション能力の深化に取り
組むことが不可欠となる。 
 この重要性に関しては中国政府も十分認識しており、1995 年 9 月の中国共産党第
14 期中央委員会第五回全体会議（五中全会）で審議された「第 9 次国民経済・社会発
展 5 か年計画と 2010 年の長期目標策定に関する党中央の提案」において、「経済成長
パターンの転換」が初めて提議された。イノベーションについては、2005 年 10 月に
行われた第 16 期五中全会において、自主イノベーション能力の増強を、科学技術発
展戦略の基礎、産業構造調整や経済成長パターンの転換の中心と位置づけ、オリジナ
ル・イノベーション能力、技術の集約によるイノベーション能力、導入・消化・吸収
による二次イノベーション能力を向上させることが提起された。自主イノベーション
とは、中国企業が主体的に、財産権を有する技術、基準、ブランドの確立を目指す創
造・革新のことであり、従来の海外からの技術導入や模倣とは区別される（関[2013]）。 
 中国における具体的な科学技術振興に関する重要な政策の一つとしては、2006 年 2
月に国務院より発表された「国家中長期科学技術発展計画」が挙げられる。この計画
は自主イノベーションを重視し、バイオや情報、航空宇宙技術など幅広い分野に対し、
                                                   
vi本章における「イノベーション」は、Schumpeter （1912）の議論における、1.新しい
品質の財貨の生産、2.新しい生産方法、3.新しい販路の開拓、4.原料或いは半製品の新し
い供給源の獲得、5.新しい組織の実現、という定義を援用し、「何らかの新しい価値を生
み出すこと」と定義する。 
24 
 
2020 年までの長期にわたり振興を促すという。中国国家統計局の中国科技統計年鑑
（2013 年版）によれば、科学技術に対する政府支出は 2000 年から 2012 年にかけて、
575.6 億元から 5600.1 億元へと、約 10 倍増加した。中国ではこれまで述べたように、
「官」が非常に大きな役割を果たしながら、官民挙げて科学技術振興に取り組んでき
た。イノベーションに関する「民」の取り組みについては、同年鑑によれば、2000
年から 2012 年の間に、R&D 活動に取り組んでいる規模以上工業企業viiの数は 17272
社から 47204 社に、R&D 内部経費支出額viiiは 489.4 億元から 7200.6 億元へと、企業
数では約 3 倍、支出額では約 15 倍に増加した。 
その一方で、Breznitz and Murphree（2011）によれば、中国企業は、アメリカや
日本などで追求される、長期の研究開発期間を要するリスクの高い自主イノベーショ
ンではなく、短期間で確実に成果が得られる、低リスクの「第二世代イノベーション」
を行う企業が数多く存在しているという。第二世代イノベーションとは、既存の技術
を用い、主にデザインや機能の側面を中心とした新商品開発を指す。中国では、革新
的ではないものの、ある種の（第二世代的な）技術進歩が起こり、一部の企業や産業
の急成長が達成されたという。ただし、この傾向は主にフィールド調査に基づいて指
摘されたものであり、大規模なミクロデータを用いた実証的裏付けはなされていない。
そこで本章では、Breznitz and Murphree（2011）が指摘するように、企業の第二世
代イノベーションを行うという選択が、実際にその発展に繋がったかについて実証的
に分析する。 
 本章の構成は、以下の通りである。第 2 節では、若干曖昧である「第二世代イノベ
ーション」という概念について、これまでの様々な先行研究を結び付けながら再整理
を行う。その上で、第 3 節で実証モデルを提示し、第 4 節ではモデルの推計結果を考
察する。最後に、第 5 節において推計結果を踏まえた結論をまとめ、今後の課題につ
いて検討する。 
 
 
                                                   
vii 2011 年、中国国家統計局は規模以上工業企業の基準を、これまでの主な営業収入 500
万元以上から 2000 万元以上と、より実態に即した定義に変更した。  
viii各企業が自社内において R&D 活動に対し支出する費用。R&D に関する外部委託など
の費用は含まない。 
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2.先行研究 
 
中川（2007）によれば、中国企業はいま「ガーシェンクロン・シュンペータージレ
ンマ ix」に陥っているという。ガーシェンクロンxは「後発性の利益」を理論化した経
済学者である。後発性の利益とは、先発国が発展の過程で行った試行錯誤をすること
なく、その技術、経験、知識などを模倣することで得られる利益を指す。外資企業を
国内市場に引き入れることで、ある程度の技術やノウハウがスピルオーバーし、受入
国企業の生産性は向上するという。伊藤（2011）は、このような現象をデモンストレ
ーション（実演）効果やイミテーション（模倣）効果と呼ぶ。 
この後発優位に依拠すれば、例えば部品の製造や組み立てなどを担うことにより、
最終製品レベルの売り上げベースでは驚くようなスピードでキャッチアップしている
ように見える場合がある。しかし、その一方で、外資依存型の発展モデルを取ってい
る限りは、最先端の革新的な技術や知識については外資系企業の中に囲い込まれ、後
発国の企業は低付加価値や低利潤の構造から抜け出すことが困難となる。中川（2007）
は、これを「二面化されたガーシェンクロン型キャッチアップモデル」と呼ぶ。  
低付加価値や低利潤の構造から抜け出すためには、革新的な製品を生み出す力を深
化させなければならない。しかし、中川（2007）によれば、多くの中国企業は、まだ
まだ模倣によって利益が得られるため、様々なリスクを冒して技術革新に取り組むこ
とは避けがちであり、また、それを転換させるインセンティブに乏しいという。ガー
シェンクロン型から、いわゆるシュンペーター型へと移行を目指すものの、さまざま
なリスクやインセンティブの不足により移行できないジレンマを、中川は「ガーシェ
ンクロン・シュンペータージレンマ」と呼ぶ。これは、中所得国の罠の議論と非常に
近い。 
 ところで、そもそもその「リスク」は何に由来するのであろうか。たとえば、多く
の日本企業は、戦後、欧米の技術を模倣するところからはじまり、徐々に先進国の技
術水準へとキャッチアップし、現在の技術水準に至った。日本の企業は、イノベーシ
ョン活動が失敗する、生み出した製品が模倣されるという、イノベーション活動自体
                                                   
ix中川（2007）ではシュムペーターと表記している。  
xガーシェンクロンの議論については、末広（2000）において「キャッチアップ工業化論」
として若干の修正がなされ、また、これらの議論と中国の関わりについては中兼（2012）
において検討された。 
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の持つリスクを考慮に入れながらも、模倣から革新へと技術開発のモデルを転換させ
た。一般的に、既存の製品を模倣するよりも、革新的な、市場先駆的な製品を供給す
るほうが、より多くの利益が得られると考えられる。それにも拘わらず、日本と同じ
キャッチアップ工業化を経験した中国の多くの企業が自主イノベーション活動を避け
る理由、即ち、イノベーション活動自体が持つリスク以外の、中国固有のリスクはど
こにあるのであろうか。 
その答えの一つとして、Breznitz and Murphree（2011）は「構造化された不確実
性（Structured Uncertainty）」という概念を提示した。構造化された不確実性とは、
「広範囲に交差した忠誠心、絡み合った権威のマトリックス、制度化されない無数の
組織、個人の権威や人的ネットワークに対する継続的で強力な信頼」と定義される。
言い換えれば、中央政府と地方政府間の複雑な命令系統の存在や、官僚組織の中に「関
係（Guanxi）」と呼ばれる人間関係が大きな影響を与え、組織をより複雑にしている
など、中国の持つ様々な「曖昧さ」によって作り出される不確実性を意味する。  
中国はいま、計画経済から市場経済への移行段階である社会主義市場経済という、
曖昧で不確実性の高い独特の経済環境にある。そこでは、国有企業と民営企業が同一
市場で競争・共存し、本来経済主体になりえない地方政府が企業のように行動してい
るなど、日本や欧米では見られない特徴が散見される。これらの特徴（要因）が結果
として飛躍的な経済発展をもたらしたと考えられるが、加藤（2013）によれば、それ
は「曖昧な制度」が一種の触媒の働きを果たしたことで、お互いに相容れないような
これらの特徴（要因）が結び付けられ、ひとつの整合的なシステムとして有効に機能
したことに起因するという。 
「曖昧な制度」は、組織の曖昧さ、責任の所在の曖昧さ、ルールの曖昧さ、目標モ
デルの曖昧さ、の四点を特徴として持ち、柏祐賢の「包（パオ）」の議論に由来すると
いう（加藤, 2013; 中兼, 2014）。「包」とは、指定した内容の完成を担保するならあと
はあなたの自由にしてよいという、一種の請負を意味する。たとえば、上司から予算
1000 元で任された仕事を、800 元のコストで達成できたとき、残りの 200 元につい
て、日本などでは仕事の発注者に返還する必要があるが、「包」の世界では、その残余
は多くの場合、仕事を請け負った側が手にすることが出来る。日本人など外部から見
れば、一見曖昧な「包」のシステムの最大の特徴は、このように様々な取引において
ある種の幅をもたせ、その幅をインセンティブとして仕事の受け手に与えることで、
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不確実性が高い環境においても契約の履行の確実性を増進させることが出来る点にあ
る。経済発展を至上命題としてきた中国政府が、「包」という概念を援用しながら、さ
まざまな制度に幅や曖昧さを持たせたことで、国有でも民営でもない企業、企業のよ
うに行動する政府、組織に縛られない個人、などが有機的に結びつき、経済発展を達
成することが出来たのであるという。  
ただし、マクロ的には有効に機能した曖昧な制度も、例えば、長期の研究開発期間
を要するリスクの高い最先端のイノベーションという分野においては、ルールや目標
など、制度の持つ幅や曖昧さゆえに、構造化された不確実性という、ガーシェンクロ
ン・シュンペータージレンマの議論において触れられたリスク要因に転化する。 
これまでの議論を整理すると、中国の産業は未だ、単純な模倣を行うキャッチアッ
プ段階にあることになるが、必ずしもそうではない。一部の企業や産業は、単純な模
倣やキャッチアップの段階から最先端の自主イノベーションを行う革新の段階ではな
く、既存の技術を活用しながら、機能やデザインの側面から新製品として新たな価値
を生み出す「第二世代イノベーション」の段階へと、独自の深化を遂げた。Breznitz and 
Murphree（2011）は、中国企業は構造化された不確実性の存在を踏まえ、アメリカ
や日本などで追求される、長期の研究開発期間を要するリスクの高い自主イノベーシ
ョンよりも、短期間で確実に成果が得られる、低リスクの第二世代イノベーションを
行うという選択をする傾向があると指摘する。その結果、革新的ではないものの、あ
る種の（第二世代的な）技術進歩が起こり、結果的に中国では一部の企業や産業の急
成長が達成されたという。 
第二世代イノベーションの達成が可能となった要因のひとつとして、輸送と情報通
信のコストが劇的に低下し、製造業では部品を組み合わせたモジュール型生産の仕組
みの利用が一般的となり、文字通りにグローバルな生産ネットワークを形成すること
が可能となった点が挙げられる（加藤[2013，2014]）。モジュール型生産に関してい
えば、丸川（2007，2013）は、主に中国の電子、電器産業を観察し、「垂直分裂」と
呼ばれる独自の生産形態の存在を指摘した。垂直分裂とは、垂直統合xiとほぼ正反対
の概念であり、従来一つの企業の中で垂直統合されていた様々な工程ないし機能が、
複数の企業によって別々に担われることを指す。丸川によれば、中国では、パソコン
産業や家電産業など、多岐にわたる産業において垂直分裂が観察されるという。その
                                                   
xi自社の製品やサービスの工程を上流から下流まで統合して一手に担うこと。 
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中でもとりわけ特徴的であるのが、携帯電話機産業、特に、中国政府の認可を受けた
携帯電話機ではなく、正式な認可を受けていない「山寨携帯」の生産工程である。  
山寨とは、山賊のすみか、などの意味があるが、それが転じてコピーや偽物を意味
する。日本などにおける携帯電話機の生産は、より垂直統合的な側面が強いが、山寨
携帯の生産工程は極めて細かく「分裂」しているxii。この垂直分裂の仕組みこそが、
最先端技術の結晶である携帯電話機を、技術力を持たない中国の中小メーカーが生産
できた理由である。一社で、携帯電話機を構成する全ての部品の技術をキャッチアッ
プすることは難しくとも、それぞれの部品技術のキャッチアップを各社が分担するこ
とによって、極めて早いスピードで、産業全体としては技術のキャッチアップが達成
できたことは非常に興味深い。 
また、山寨携帯の生産工程を見ると、携帯電話機の完成品を作るために、各部品メ
ーカーは技術のキャッチアップや生産を「請け負っている」構図としても理解できる。
これは柏祐賢の言うところの「包」的な傾向といえる。中国の様々な産業において、
垂直分裂の仕組みが自然に形成された理由の一つとしては、中国人に共通する、不確
実性を軽減するための慣習である「包」を、技術のキャッチアップや生産の側面に援
用したからであると考えられる。 
ところで、Zhou（2006）は、アンケート調査をもとに、新商品を市場に供給する
タイミングが早い企業はイノベーション戦略を取る企業、他社が出した後に追随する
形で供給する企業はイミテーション戦略を取る企業であると分類し、それぞれの戦略
が企業のパフォーマンスに与える影響を分析した。その結果、中国においては、市場
先駆的な（イノベーション戦略を取る）企業の方が、後発の利益を狙う（イミテーシ
ョン戦略を取る）企業よりもパフォーマンスが良いことが示された。ただし、この分
析では、イノベーション戦略を取る企業がその技術を自社で開発したのか、それとも
外部から導入したのかについては区別していない。また、Zhou（2006）は、イミテ
ーションにも完全な模倣（Pure Clones）から改良や工夫を行った創造的模倣
（Creative Imitation）まで存在している（シュナース[1996]）と言及しつつ、より
市場先駆的であれば、イノベーション戦略は、市場をけん引しながら、海外の技術先
進的企業からより早く最新技術を学べるため、他の競争者よりも優位に立てると指摘
する。実証分析からは観察できないが、その考察としてはつまり、需要の不確実性
                                                   
xii 「山寨携帯」の生産工程は丸川（2013）において詳細に紹介されている。  
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（Demand Uncertainty）、技術の激しい変化（Technological Turbulence）、熾烈な市
場競争（Competitive Intensity）が存在するような中国においては、先進国の最新技
術をもとに創意工夫（創造的模倣）を行って開発した新製品を、出来るだけ早期に市
場に供給する、市場先駆的な戦略を取ることが企業の発展にとって望ましいというこ
とを示唆しているといえる。この点において言えば、第二世代イノベーションが企業
や産業の発展に繋がったとする Breznitz and Murphree（2011）の議論と整合的であ
る。 
 第二世代イノベーションと類似した議論としては、ジュガード・イノベーション
（Radjou et al. [2012]）や、リバース・イノベーション（Govindarajan and Trimble 
[2012]）が挙げられる。ジュガードとは、ヒンディ語で「革新的な問題解決の方法」
や「独創性と機転から生まれる即席の解決法」を意味する。ジュガード・イノベーシ
ョンは、莫大な資源を投じて取り組むイノベーションではなく、日常生活における不
足を埋めるために、既存の技術を活用しながら創意工夫し、洗練されたよりシンプル
な製品を提供することであるという。 
また、リバース・イノベーションとは、例えばジュガード・イノベーションなどに
よって途上国で生み出された製品が、先進国へと「逆流」することを指す。リバース
といえばリバース・エンジニアリングが有名であるが、それとは異なった概念である。
たとえば、インドのコングロマリットであるタタ・グループのタタ・モーターズは、
巧みな設計、新素材、サプライヤーとのパートナーシップなどを活用し、2000 ドル余
りという低価格を実現した＜ナノ＞という自動車を発売し、これまで自動車を買うこ
とが出来なかった層の需要を掘り起こした。そして、今後そのプラットフォームを拡
大し、欧米に投入する計画を立てているという(Govindarajan and Trimble [2012])。
このように、中国以外にも第二世代イノベーションは存在し、なおかつそれが経済的
成功の要因となっているが、特に中国において結果的に成功したのは、先に述べた曖
昧な制度や構造化された不確実性といった制度的要因の存在が強く影響しているため
であると考えられる。 
これまで、第二世代イノベーションについて、産業発展やイノベーションから制度
に至るまで、幅広い先行研究を整理してきた。総じて言えば、それは、既存の技術を
用い、創意工夫することで新たな価値を生み出すことを指し、様々な地域で企業の発
展に貢献している。そこで以下の節では、これまでフィールド調査によって明らかに
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される一方、実証的裏付けはなされていなかった、中国企業の第二世代イノベーショ
ンを行うという選択が、多くの企業の成長につながったという指摘について、現在利
用可能な最大規模のデータベースを用いて、実証的に検討する。 
 
3.推計方法 
 
3.1 データ 
本章での実証分析には、2005 年から 2007 年の「中国鉱工業企業データベース」を
用いる。これは、売上高 500 万元以上の大中規模鉱工業企業の、主に財務情報を収録
した企業レベルの個票データである。毎年 30 万社前後をカヴァーし、これらの企業
による生産額の合計は、中国工業総生産値の約 9 割を占めている。 
分析の前に、同じデータベースを用いて分析を行った劉（2014）に倣い、データの
クリーニングを行った。具体的には、企業の収入、資産、資本金、研究開発費、労働
者数等の情報が入力ミスにより、負の値や異常値となっているデータ、ごく一部の、
企業コードが重複しているデータを除外した。また、産業コードが 13 以下（鉱業）
および 44 以上（電力等のインフラ産業）のサンプルは除外し、製造業のみに限定し
た。次に、R&D に関するデータは 2005 年から 2007 年までしか存在しないため、そ
の間に継続して存在し、なおかつ、すべてのデータをそろえた中国の製造業企業
（201258 社）を抽出し、分析対象企業とした。この作業により、サンプルサイズは
元データ（例えば、2007 年では 336768 社）の約 3 分の 2 となったが、元データとク
リーニング後のデータセットを比較し、産業や地域、規模、所有構造などの割合は大
きく異ならなかったため、データセットのクリーニングにより、分析結果に大きな偏
りは生じないと考えられる。なお、データの詳細については、説明の都合上次節末で
紹介する。 
 
3.2 モデルと変数 
 一般的に、企業のイノベーションについての実証分析においては、特許等のイノベ
ーションに関する情報を有する中長期のパネルデータが用いられる。しかし、本章で
利用するデータは、現在中国において入手可能な最大規模のミクロデータであるもの
の、基本的には財務情報を収録したものであるため、イノベーションの研究に直接利
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用できる情報は、R&D への支出額しか存在しない。また、先述の通り R&D 費は 2005
年から 2007 年の 3 年間という短期間の情報に限られるという制約もある。 
そこで、本章では以下のような、変数の多くに平均値を用いて企業の成長を規定す
るモデルを構築した。これにより、データの制約を踏まえつつ、試験的にではあるが、
企業の平均的な傾向をつかむことが可能となる。具体的には、生産活動の側面から企
業の成長を規定する要素として、資本や労働、中間投入といった要素と、効率性など
を規定する要素を加え、最小二乗法（OLS）によって推計を行った。 
 
𝑭𝒊𝒓𝒎 𝑮𝒓𝒐𝒘𝒕𝒉𝒊 = 𝑆𝑒𝑐𝑜𝑛𝑑 𝐺𝑒𝑛𝑒𝑟𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛 𝐼𝑛𝑛𝑜𝑣𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑖 + 𝑪𝒂𝒑𝒊𝒕𝒂𝒍𝒊 + 𝑳𝒂𝒃𝒐𝒓𝒊
+ 𝑰𝒏𝒕𝒆𝒓𝒎𝒆𝒅𝒊𝒂𝒕𝒆 𝑰𝒏𝒑𝒖𝒕𝒊 + 𝐸𝑥𝑝𝑜𝑟𝑡𝑖 + 𝐼𝑛𝑑𝑖𝑔𝑒𝑛𝑜𝑢𝑠 𝐼𝑛𝑛𝑜𝑣𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛𝑖
+ 𝑌𝑒𝑎𝑟𝑖+𝑌𝑒𝑎𝑟𝑖
2 + 𝐶𝑜𝑎𝑠𝑡(𝐷𝑒𝑣𝑒𝑙𝑜𝑝𝑒𝑑)𝐴𝑟𝑒𝑎𝑖 + 𝑃𝑢𝑏𝑙𝑖𝑐 𝐸𝑛𝑡𝑒𝑟𝑝𝑟𝑖𝑠𝑒𝑖 + 𝐼𝑛𝑑𝑢𝑠𝑡𝑟𝑦𝑖
+ 𝑎𝑖 + 𝑢𝑖 
 
 Firm Growth は企業の平均成長率、Capital、Labor、Intermediate Input は、そ
れぞれ、固定資本、労働投入、中間投入の平均成長率を指す。太字で示した変数（Firm 
Growth、Capital、Labor、Intermediate Input）は、平均成長率とした。平均成長
率は、2005 年から 2006 年の成長率と 2006 年から 2007 年の成長率の平均値である。
なお、推計結果の頑健性を確認するために、企業の平均的な成長を測る Firm Growth
は、営業収入と主営収入の二つの側面から計測した。主営収入は、企業の主な営業活
動から得られた収入であり、営業収入は、主営収入にその他の収入（無形資本の利用
や固定資本の貸与等、主な営業活動以外からの収入）を加えた、企業の全体的な収入
を指す。第二世代イノベーションを行うという選択をすることで、両方とも増加する
と考えられる。ただし、主営収入の方が本業によって得られた売り上げをより反映し
ていると考えられるため、より強く影響を受けると推察される。 
Export は、資産総額で基準化された 2005 年から 2007 年の各企業の輸出額の平均
値である。輸出を行う中国企業は、国内に留まる企業よりも研究開発投資や新製品開
発を積極的に行う可能性が高い（八代,2011; 劉,2014）。よって、企業が輸出に取り組
む程度を示すため、この変数に関しては、成長率ではなく基準化された輸出額とした。
なお、上記すべての変数については、企業規模の効果を制御するため、劉（2014）に
倣い全て資産総額で基準化されている。  
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Indigenous Innovation は、企業の「自主イノベーション活動を行う」という選択
を示し、2005 年から 2007 年までの間に研究開発費を継続して支出していれば 1 を取
るダミー変数である。一般的に、企業の R&D 費の半分前後は人件費であることが知
られている。従って、中長期的に取り組む必要がある自主イノベーション活動を企業
が行う場合、雇用の継続の観点から R&D 費を継続して支出する必要がある。よって、
本章では試験的に、2005 年からの 3 年間継続して R&D 費を支出している企業は、自
主イノベーション活動を行うという選択をした企業であると定義した。  
Second Generation Innovation は、企業の「第二世代イノベーションを行う」とい
う選択を指す。具体的には、2007 年に新製品を発売したが 2005 年または 2006 年に
R&D 費を支出していない企業と、2006 年に新製品を発売したが 2005 年に R&D 費を
支出していない企業は 1 をとるダミー変数である。これは、上で議論したように、自
主イノベーション活動では、雇用の継続の観点から考えて R&D 費が継続して支出さ
れる必要がある、という認識に基づき、R&D 費を継続して支出していないにも拘わ
らず新製品を販売している企業は、技術は外部から導入し、機能やデザインの面から
新たな価値を生み出す第二世代イノベーションを行うという選択をしていると仮定し
た。 
なお、これらの企業には、新製品の発売に際し一時的に R&D 費を支出した企業（例
えば、2005 年には R&D 費を支出しているが 2006 年には支出せず、2007 年に新製品
を出している企業など）が含まれる。これらの企業は、継続的に行う必要がある一般
的な自主イノベーション活動ではなく、一時的に支出した R&D 費を用いて、製品の
マイナーチェンジや、デザインや機能の試作などを行っている可能性があり、それら
は「第二世代イノベーション」活動に当たると判断した。なお、本章では、企業のイ
ノベーションへの取り組みに関しては、自主イノベーションを行う、第二世代イノベ
ーションを行う、イノベーション活動には取り組まない、という 3 つの選択肢がある
と仮定した。 
その他、各企業の操業年数とその二乗項（Yeari、Yeari
2
）、沿海先進地域ダミ （ーCoast 
（Developed） Area）、公有企業ダミ （ーPublic Enterprise）、産業ダミ （ーIndustry）
をそれぞれモデルに加えた。操業年数は長いほど、企業の成長と技術の蓄積につなが
る一方、一定年数を超えると、特有の優れた技能やノウハウの優位性が逓減する可能
性があると言われている（劉[2014]）ため、それらの効果を捉える。操業年数は 2007
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から開業年度を減じることで算出した。  
沿海先進地域ダミーは、企業が北京市、天津市、河北省、遼寧省、山東省、上海市、
江蘇省、浙江省、福建省、広東省に立地していれば 1 を取るダミー変数である。公有
企業ダミーは国有企業及び集団所有制企業であれば 1 を取るダミー変数である。企業
の所有制の定義は非常に幅広いが、本章では各企業の出資金総額の中で最も多く出資
金を拠出した主体をもとに、所有制を規定した。たとえば、出資金総額が 100 万元で
あり、国が 60 万元、集団が 20 万元、法人が 20 万元であれば、その企業は国有企業
とする。産業ダミーは、産業の二桁分類を元にダミー変数をそれぞれ作成しモデルに
挿入した。本章で特に注目したいのは、第二世代イノベーションを行うという選択が
企業の成長に対してどのような効果を与えたかであるため、Second Generation 
Innovation 変数以外はすべて制御変数（Control Variables）である。なお、モデルの
構築や所有制の決定など変数の定義の多くについては、劉（2014）を参考にした。 
 また、本章で利用するデータから、第二世代イノベーションを行う企業、自主イノ
ベーションを行う企業をそれぞれ抽出し、サンプル全体と合わせて、企業規模、輸出、
操業年数、地域、産業分類ごとに区分し、それぞれのサンプル数を記した表（表 1）
を本稿末尾に掲載した。表 1 によれば、サンプル全体は 201258 社あり、そのうち第
二世代イノベーションを行う企業は 20364 社（全体の約 10%）、自主イノベーション
を行う企業は 12019 社（全体の約 6%）存在する。全体としては自主イノベーション
と比べ第二世代イノベーションを行う企業の方が割合は高く、様々な分類を行っても
同様の傾向を示している。 
しかし、企業規模で分けた場合の大企業、および産業で分けた場合のハイテク産業
においては、第二世代イノベーションを行う企業の割合は高い一方、自主イノベーシ
ョンを行う企業の割合がそれを上回っていることが示されている。また、操業年数別
でみれば、10 年未満の企業の場合は第二世代イノベーションを行う企業の割合が高い
一方、10 年以上の企業を見れば、自主イノベーションに取り組む企業も多くなってい
ることが分かる。ただし、企業の割合が高いからといって、企業がそれぞれ第二世代
イノベーションや自主イノベーションを行うことで、実際の成果（企業収入の成長）
を得られているかまでは分からないため、この点については実証分析を行うことで明
らかにする。なお、記述統計表は本章末尾に掲載した。 
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4.推計結果 
 
 以下では、第二世代イノベーションを行うという選択が企業の成長に及ぼす効果に
ついて、中国の製造業全体の推計に加え、先述の、企業規模、輸出を行っているかど
うか、操業年数、地域、産業（重工業、軽工業、ハイテク産業）という視点から、サ
ンプルを分割した推計も行い、様々な角度からその効果について検討を行う。推計結
果は、本章末尾にまとめて掲載した。 
 
4.1 製造業全体 
 中国の製造業全体を対象とした分析においては、企業の第二世代イノベーションを
行うという選択は、営業収入および主営収入の成長率に対し、ともに正で有意な結果
となった。これは、Breznitz and Murphree（2011）がフィールド調査で明らかにし
た、第二世代イノベーションを行うという選択が、企業の成長に対して有意な正の影
響を与えるという傾向を、ミクロデータを用いた実証分析でも肯定した結果である。  
制御変数に関しては、労働投入・中間投入の成長率が正で有意な影響を与える一方、
沿海先進地域への立地は成長率に負の影響を与えることが示された。これは、沿海先
進地域は内陸後進地域に比べて企業間競争が激しく、企業の成長がより難しいことを
示している可能性がある。主営収入の成長率に対しては、操業年数が上昇すれば成長
率が下がるという結果が示された。劉（2014）によれば、企業の存続期間が一定年数
を超えると、現地特有の優れた技能やノウハウの優位性の低減、投資した設備の老朽
化などにより、企業の成長が徐々に低下する可能性があるという。通常、一定年数を
超えた後に生じると考えられるそれらの影響は、操業年数の二乗項が捉えると考えら
れる。しかし、操業年数の二乗項ではなく操業年数が負で有意であるということは、
中国の激しい競争環境を踏まえれば、企業の操業年数が増えてゆくと、より早い段階
でその優位性などが陳腐化し、それが成長の停滞に繋がっている可能性がある。 
なお、モデルの頑健性の確認について言えば、企業の初期年度における利益率（企
業の売り上げに占める利益の割合）も企業の発展、第二世代イノベーションや自主イ
ノベーションを行うという選択に影響を与えている可能性が考えられる。そこで、初
期時点（2005 年）の利益率を示す変数を加えたモデルも同様に推計を行った。その結
果、本節の推計結果と大きく変わらなかったため、この点についてはモデルの頑健性
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が確認されたといえる。 
 
4.2 企業規模 
 企業規模別では、大企業（従業員 1000 人以上xiii）と中小企業で区分し推計を行っ
た。その結果、第二世代イノベーションを行うという選択は、中小企業では有意な正
の効果を示し、大企業では有意な負の効果を示した。これは、企業規模の拡大と共に
第二世代イノベーションの水準の深化が求められ、そして現状では、中国企業は企業
規模が拡大するにつれて、企業の発展にとって有効な水準の第二世代イノベーション
が行えていない可能性がある。即ち、企業がある程度の規模になれば、その後の成長
のためには、Zhou（2006）のいうところの完全な模倣（Pure Clones）ではなく、創
造的模倣（Creative Imitation）に近い製品を生み出す努力をしなければ、より大き
な収入は得られず、成長が妨げられてしまう可能性がある。その点において、このよ
うな大企業は今後、第二世代イノベーションを生み出す力をより深化させる必要があ
るといえる。 
制御変数に関しては、製造業全体の推計とほぼ整合的な結果が得られた。ただし、
大企業においては自主イノベーションダミーが負で有意となっている。これは、構造
化された不確実性が存在し、他企業が単純な模倣などにより収益を上げている中で、
果敢にも自主イノベーションを行うという選択をした企業の多くが、現状においては
市場のニーズを満たし切れていない水準の製品を供給しているため、自主イノベーシ
ョンが収入の成長に結びついていない状況にあるのではないかと考えられる。ただし、
自主イノベーションが成功すれば、高い収益を得られる可能性が高い市場先駆的な製
品を供給することが出来る。今後、多くの中国企業が自主イノベーションを深化させ
た場合には、本節の推計結果と異なった結果が得られる可能性がある。  
大企業について言えば、第二世代イノベーションを行うという選択も、自主イノベ
ーションを行うという選択も負で有意であり、企業の収入の成長のためにはイノベー
ションへの取り組みは何も行わない、という選択が現状においては最善であるという
結果となった。何も行わないという選択は、言い換えれば、既存の自社製品を市場に
                                                   
xiii この基準は、中国国家統計局が、より実態に即した基準で企業規模を分類するため、
2011 年に改定した分類法である。なお、営業収入で測った場合は 4 億元以上（中規模企
業は、従業員 300 人以上または営業収入 2000 万元以上）が基準である。本章では、従業
員数の基準を用いて区分を行った。 
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供給し続ける、もしくは、他社の単純な模倣品を市場に供給するということである。
製品の同質化が進んだ市場においては、そのような戦略を取りながら価格競争を仕掛
けることで収入を成長させることは可能である。ただし、それは中長期的に見れば、
企業の収益を悪化させ、成長にマイナスであると考えられる。従って、上で議論した
ように、いずれにせよ今後の企業の持続可能な発展のためには、自主イノベーション
や第二世代イノベーションの深化が重要であると考えられる。  
 
4.3 輸出 
 本節では、輸出企業xivと国内市場向け企業という分類を行った。推計結果によれば、
第二世代イノベーションを行うという選択は輸出企業では負で有意な効果が、国内市
場向け企業では、正で有意な効果が観察できた。これには、消費者の特性が影響して
いる可能性がある。即ち、輸出企業は海外の消費者もターゲットにしているため、よ
り高品質・高付加価値の製品を作らなければ、現地企業などとの競争に負ける可能性
がある。また、そのような製品を販売しているとすれば、国内に販売する場合も所得
水準が比較的高い消費者をターゲットにしている可能性がある。そのような消費者を
対象としている企業は、4.2 節の大企業の第二世代イノベーションの点で議論したよ
うに、低水準で単純な第二世代イノベーションを行っていては、企業の成長を相対的
に低下させてしまう可能性がある。即ち、現状では、要求水準が高い消費者のニーズ
を満たすことが出来る水準の第二世代イノベーションが行えていないため、第二世代
イノベーションへの取り組みが企業の発展に結びついていない可能性がある。その一
方で、国内市場向けの企業は、国内の幅広い層の消費者をターゲットにしていると考
えられるため、現状の第二世代イノベーションでも、例えば、価格を抑え必要な機能
に絞った製品が中所得層以下の人々に需要され、企業の成長につながっている可能性
がある。 
 制御変数については、全体として、前節までの推計結果と整合的な結果となってい
る。ただし、輸出企業においては、主営収入の成長率に対して、操業年数が負で有意、
操業年数の二乗項が正で有意となっている。4.1 節で議論したように、競争が非常に
激しい中国においては、新興企業の技術的優位性等は早い段階で陳腐化する可能性が
あるが、一定期間経過後の操業年数の影響を示す操業年数の二乗項が正で有意である
                                                   
xiv 2005 年から 2007 年の間に輸出を行った企業。  
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ことを見れば、輸出企業に限って言えば、新興企業の技術的優位性等は早い段階で陳
腐化するものの、一定期間存続できた企業は、例えば顧客のニーズに関する情報やノ
ウハウの蓄積などが生じ、その結果企業の成長に対し正の影響を与えている可能性が
ある。 
 
4.4 操業年数 
 操業年数に関しては、それの平均値である約 10 年を基準として、10 年未満と 10
年以上で区分を行った。第二世代イノベーションを行うという選択は、10 年以上の企
業では有意な影響は見られなかったものの、10 年以下の企業では有意な正の影響が見
られた。スタートアップしたばかりの企業にとっては、最先端の技術開発を志向する
のではなく、既存の技術を用い、機能やデザインの面から新製品を市場に投入し、ま
ず短期的に収入を確保出来る第二世代イノベーションを行うことが成長につながって
いる可能性がある。 
 制御変数に関しては、前節までの推計結果とほぼ整合的である。操業年数に関して
は、操業年数 10 年未満の企業のみで見れば、4.3 節で輸出企業を対象として行った考
察と関連するが、新興企業の技術的優位性は早期に陳腐化する一方、徐々にノウハウ
等が蓄積してゆく可能性が指摘できる。 
 
4.5 地域 
 第二世代イノベーションを行うという選択は、沿海先進地域では有意な効果は観察
されなかったが、内陸後進地域においては有意な正の効果が観察された。内陸後進地
域の企業は多くが中小企業であり、また、この地域の住民は沿海先進地域の住民と比
較して所得水準が相対的に低いと考えられる。そして、内陸後進地域の中小企業は、
海外市場や沿海先進地域向けにも製品を販売するというよりは、主に地元向けに製品
を供給していると考えられる。4.3 節では、国内市場向け企業が第二世代イノベーシ
ョンにより、中所得層以下の人々のニーズを満たし、彼らの需要を獲得することで企
業の発展につながっている可能性を指摘した。それと同様に、本節の推計結果によれ
ば、内陸後進地域の中小企業が第二世代イノベーションにより生み出した比較的安価
な製品が、当該地域において相対的に多く需要され、それが内陸後進地域の企業の発
展につながった可能性が指摘できる。 
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4.6 産業 
 産業ごとの区分では、ハイテク（技術集約型）産業を除く重工業と軽工業xv、そし
て、ハイテク産業という三つの区分を行った。産業ダミーは産業コードで 2 桁分類と
したが、ハイテク産業に関しては 2 桁の分類では識別が難しいため 3 桁の産業コード
で分類した。結果として、第二世代イノベーションを行うという選択は、軽工業と重
工業では主営収入のみ有意な正の効果が観察でき、ハイテク産業の推計結果では営業
収入と主営収入の成長双方に対して有意な正の効果が観察できた。ハイテク産業の推
計結果に関しては、パソコンや家電、携帯電話機産業などで、第二世代イノベーショ
ンが企業や産業の成長に対して非常に大きな影響を与えたとする、既存の多くの研究
結果と整合的である。重工業および軽工業ではそれぞれ、主営収入に対してのみ、第
二世代イノベーションが有意な結果となっていた。従って、重工業や軽工業において
は、第二世代イノベーションは本業の売り上げに対して特に有意な正の影響を与えて
いることが示された。制御変数に関しては、前節までの推計結果と整合的な結果が得
られた。 
 
5.結論および今後の課題 
 
 Breznitz and Murphree（2011） によれば、第二世代イノベーションを行うとい
う選択は、中国の企業や産業の発展に大きく貢献したという。ただし、この指摘はフ
ィールド調査の結果によって示されたものであり、ミクロデータを用いた実証的裏付
けはなされていない。そこで、本章ではまず、第二世代イノベーションという概念に
ついて、産業発展やイノベーションから制度に至る様々な先行研究と関連付けながら、
再整理を行った。次に、大規模なミクロデータを用いて、上記の指摘を実証的に検討
した。 
データの制約から様々な仮定を置いた試験的な実証分析となったが、本章における
推計の結果、第二世代イノベーションを行うという企業の選択は、産業全体として見
ると、その企業の成長に対して有意に正の影響を与えていることが示された。さらに、
                                                   
xv食品加工や紡績、製紙業などは軽工業に、金属、化学、自動車産業などは重工業に分類
した。ハイテク産業は、電子通信産業やコンピュータ、医療機器製造業等を指す。軽工業
及び重工業の分類の詳細は中国統計年鑑（各年版）の「工業」の章の主要統計指標解釈を、
ハイテク産業の定義は国家統計局の統計基準を参照。 
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中規模、国内市場向け、創業年数が相対的に若い、内陸後進地域に立地する企業の発
展に対して、有意な正の影響を与えていることも確認された。また、大企業や輸出を
行う企業の発展に対しては負の影響を与え、軽工業および重工業の企業では、主営収
入の側面から見た企業の発展に対し、有意な正の影響を与える一方、ハイテク産業に
おいては、営業収入および主営収入の両方の側面に対して有意な正の影響を与えるこ
とが分かった。 
曖昧な制度は短期的に変化するものではないため、構造化された不確実性が短期間
で解消することは考えにくい。そのような状況の下では、自主イノベーションの追求
に加えて、創意工夫に重きを置く第二世代イノベーションも非常に重要である。ただ
し、推計結果によれば、企業の発展に伴って、現状の第二世代イノベーションによる
発展は徐々に難しくなっており、その水準の向上が求められると考えられる。即ち、
第一章で議論したような、創造的な人材の育成などの形で第二世代イノベーションを
進める力をより深化させ、どのような層からも需要される、よりシンプルでより洗練
された価値の高い製品の開発能力を高めてゆくことが、今後の企業の発展に対して非
常に重要であると推察出来る。 
以下では今後の課題について議論する。第一に、データの長期化及び精緻化である。
本章における実証分析は、データの制約から試験的なものにとどまっている。中国を
対象とした大規模なデータセットであるため、異常値や欠損値も多く、なおかつ 3 年
という短期間のデータであるため、データは厳しいクリーニングを行ったが、年ごと
にややばらつきが大きなデータがごく一部にではあるが含まれている。より長期のデ
ータセットが得られれば、データのばらつきの影響等はある程度軽減できると考える。 
また、大規模なミクロデータを用いた分析であるため、それぞれの企業の収入の成
長率を規定する要因は、データセットに含まれないもの（企業ごとの固有的な要因）
まで多岐に渡ると考えられ、従って、推計の決定係数は非常に低い。これに関しては、
説明変数が全体として被説明変数に影響を与えているかを検証する F 検定を補足的に
行った。検定によれば、全てのモデルにおいて有意な結果を得ることが出来たため、
モデル全体としては十分説明力を有しているといえる。ただし、より精緻でより長期
のデータが入手出来次第、第二世代イノベーションを行うという選択を検出する方法
を改善しつつ、パネル分析等を行うことで、より厳密な分析に取り組むことも、併せ
て今後の課題としたい。 
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第二に、データの問題に関連し、モデルについてさらに言えば、本章の分析では「第
二世代イノベーション」の質までは、分析することが出来なかった。先行研究の紹介
で触れた、ジュガード・イノベーションやリバース・イノベーションの文脈で特に強
調されているのは、「先進国の製品の機能をダウングレードさせ価格を下げた製品」を
途上国の市場に供給するのではなく、「既存の技術を用いながらも最初からすべて創造
しなおし、消費者が真に必要とするニーズと価格をマッチングさせた製品」を供給す
ることが重要であるという点である。第二世代イノベーションによって生み出された
製品には、全ての部品を少しずつダウングレードさせたような製品から、真に必要な
部分には惜しみなく最先端の技術を投じながら、不要な部分は削りつつ洗練されたデ
ザインを持つ製品まで存在する。より精緻なデータが得られた際には、この点も区別
した分析を再度行いたい。 
加えて、本章の分析では企業が自主イノベーションや第二世代イノベーションを行
うという各選択をそれぞれ説明変数（独立変数）としてモデルに加えた。しかし、例
えば、成長途上で資金的に余裕のない中小企業はイノベーション活動にそもそも取り
組むことができないなど、イノベーション活動を行うという選択が企業の成長と何ら
かの関係がある（内生性を持つ）可能性がある。本章のモデルには、必要であると考
えられる説明変数を可能な限り多く加えたため、これについての深刻な問題は生じて
いないと考えられるが、より精緻なデータが入手できた際には、このような可能性を
より除去できる制御変数や推計方法を用いたい。  
第三に、構造化された不確実性が存在する中で、果敢に「シュンペーター型」のイ
ノベーション活動（本章では、自主イノベーションと表現した）に取り組む企業も一
部には存在している。本章においては、企業の自主イノベーションの詳細には踏み込
まなかったが、この点については次章において議論したい。 
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表 1 利用データの詳細 
 
 
出所）中国鉱工業企業データベースより著者作成。
全体
大企業 中小企業 輸出有り 輸出無し 10年未満 10年以上
8199 193059 74330 126928 128230 73028
沿海先進地域 内陸後進地域 軽工業 重工業 ハイテク産業
154081 47177 87590 90844 22824
全体
大企業 中小企業 輸出有り 輸出無し 10年未満 10年以上
1170 19194 12430 7934 12686 7678
沿海先進地域 内陸後進地域 軽工業 重工業 ハイテク産業
13200 7164 8042 9511 2811
全体
大企業 中小企業 輸出有り 輸出無し 10年未満 10年以上
2269 9750 6449 5570 5744 6275
沿海先進地域 内陸後進地域 軽工業 重工業 ハイテク産業
8686 3333 2522 5846 3651
サンプル全体
第二世代イノベーションを行う企業
自主イノベーションを行う企業
輸出 操業年数
地域 産業分類
201258
20364
単位：社
単位：社
12019
企業規模 輸出 操業年数
地域 産業分類
企業規模
地域 産業分類
単位：社
企業規模 輸出 操業年数
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表 2  記述統計 
 
 
注）沿海先進地域*：北京、天津、河北、遼寧、山東、上海、江蘇、浙江、福建、広東の各省市。  
出所）中国鉱工業企業データベースより著者作成。 
 
 
変数名 変数 説明 平均値 標準偏差 最小値 最大値
営業収入平均成長率 236.72 23508.86 -91.44 6228198
主営収入平均成長率 132.90 17620.62 -91.40 6228198
Second Generation Innovation 第二世代イノベーションダミー 「第二世代イノベーションを行う」という選択をすれば1。 0.10 0.30 0 1
Capital 平均固定資本投資成長率 資産総額で基準化した固定資本の平均成長率(%) 29.05 832.60 -96.06 192396.80
Labor 平均労働投入成長率 資産総額で基準化した労働者数の平均成長率(%) 2.88 103.75 -93.95 27051.06
Intermediate Ｉnput 平均中間投入成長率 資産総額で基準化した中間投入の平均成長率(%) 171.25 8348.23 -99.22 1198530
Export 平均輸出額 資産総額で基準化した平均輸出額。 0.42 1.15 0 101.96
Indigenous Innovation 自主イノベーションダミー 05年から07年の間、継続してR&D活動を行っていれば1。 0.06 0.24 0 1
Year 操業年数 2007-開業年。 10.11 9.27 2 407
Year2 操業年数二乗 操業年数の二乗。 188.20 642.30 4 165649
Coast(Developed)Area 沿海先進地域ダミー 沿海先進地域*であれば1。 0.77 0.42 0 1
Public Enterprise 公有企業ダミー 国有および集団所有制企業であれば1。 0.08 0.27 0 1
Industry 産業ダミー 産業ごとのダミー（2ケタ分類）を入れた。
Firm Growth 資産総額で基準化した、各企業の収入の成長率(%)
省略
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表 3  推計結果(1) 
 
 
注）*:10%水準で有意、**:5%水準で有意、***:1%水準で有意を、それぞれ示す。 
出所）推定結果より著者作成。 
 
係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
第二世代イノベーションダミー 389.09** 2.21 538.41*** 4.09  -10.24** -2.32  -11.25** -2.56 414.54** 2.24 570.84*** 4.13
平均固定資本投資成長率 -0.03 -0.41 -0.02 -0.50 0.01 1.40 0.01 1.35 -0.03 -0.41 -0.02 -0.50
平均労働投入成長率 10.35*** 20.48 10.49*** 27.72 0.19*** 10.57 0.19*** 10.73 10.62*** 20.32 10.76*** 27.50
平均中間投入成長率 0.02*** 3.73 0.02*** 5.27 0.08*** 181.95 0.08*** 182.92 0.02*** 3.56 0.02*** 5.03
平均輸出額 -19.26 -0.40 -19.36 -0.54 0.12 0.08 -0.02 -0.01 -18.51 -0.37 -18.90 -0.50
自主イノベーションダミー -154.35 -0.67 -52.13 -0.30  -6.49* -1.72  -6.63* -1.76 -168.71 -0.66 -71.95 -0.37
操業年数 -12.28 -1.32  -12.90* -1.85 -0.32 -1.34 -0.32 -1.33 -12.53 -1.28  -13.53* -1.85
操業年数二乗 0.07 0.57 0.09 0.93 0.00 1.01 0.00 1.06 0.07 0.50 0.09 0.84
沿海先進地域ダミー  -802.66*** -6.15  -355.27*** -3.63 0.06 0.02 -0.70 -0.19  -833.10*** -6.11  -365.19*** -3.58
公有企業ダミー -24.68 -0.12 9.36 0.06 -0.28 -0.06 -0.23 -0.05 -11.27 -0.05 19.56 0.12
定数項 953.81*** 3.91 672.69*** 3.68 10.24 1.12 10.49 1.15 980.43*** 3.88 691.42*** 3.66
標本数
自由度調整済み決定係数
F値
係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
第二世代イノベーションダミー  -118.27** -2.02  -1.30* -1.76 1327.21*** 3.88 1457.07*** 5.63
平均固定資本投資成長率 0.00 -0.07 0.00 0.93 -0.05 -0.45 -0.05 -0.56
平均労働投入成長率 0.67*** 3.00 0.69*** 246.11 14.40*** 19.14 14.60*** 25.64
平均中間投入成長率 0.00 -0.10 0.00** 2.27 0.04*** 3.79 0.04*** 5.25
平均輸出額 3.15 0.24 1.70*** 10.25
自主イノベーションダミー -73.27 -0.93  -4.08*** -4.09 -238.16 -0.58 -115.83 -0.37
操業年数 -1.04 -0.31  -0.39*** -9.15 -27.88 -1.24  -33.80** -1.99
操業年数二乗 0.00 0.09 0.00*** 5.86 0.34 0.79 0.47 1.43
沿海先進地域ダミー  -287.71*** -4.62  -14.87*** -18.84  -966.70*** -5.09  -458.75*** -3.19
公有企業ダミー -43.93 -0.44 -0.19 -0.15 3.57 0.01 45.09 0.20
定数項 263.63** 2.26 32.70*** 22.10 1213.54*** 3.33 953.48*** 3.46
標本数
自由度調整済み決定係数
Ｆ値
係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
第二世代イノベーションダミー 747.85*** 2.99 880.87*** 4.33 -113.03 -0.54 61.70 0.79
平均固定資本投資成長率 -0.02 -0.28 -0.02 -0.33 -0.08 -0.58 -0.07 -1.36
平均労働投入成長率 7.72*** 12.65 7.85*** 15.81 27.21*** 26.80 27.39*** 72.78
平均中間投入成長率 0.03*** 3.75 0.03*** 4.83 0.00 -0.16 0.00 -0.29
平均輸出額 -9.66 -0.15 -12.26 -0.23 -39.36 -0.64 -30.57 -1.34
自主イノベーションダミー -173.18 -0.47 -78.15 -0.26 -12.49 -0.05 100.80 1.15
操業年数  -666.30*** -3.21  -768.94*** -4.56 -0.59 -0.06 -2.18 -0.59
操業年数二乗 49.62*** 2.75 59.09*** 4.02 0.00 -0.03 0.01 0.36
沿海先進地域ダミー  -784.05*** -4.26  -361.13** -2.41  -711.82*** -4.44  -224.47*** -3.77
公有企業ダミー -251.25 -0.63 -186.45 -0.58 23.63 0.13 29.43 0.43
定数項 2931.07*** 4.77 2910.21*** 5.82 406.89 1.17 90.03 0.70
標本数
自由度調整済み決定係数
Ｆ値
全体
大企業
営業収入平均成長率 主営収入平均成長率 営業収入平均成長率 主営収入平均成長率
企業規模
中小企業
営業収入平均成長率 主営収入平均成長率
輸出あり 輸出無し
10年未満
201258 8199
0.0024
主営収入平均成長率
74330 126928
128230
13.50
***
22.83
***
858.97
***
868.27
***
0.0042 0.8032 0.8049
0.0028
営業収入平均成長率
193059
0.0025 0.0043
22.45
***
操業年数
7.22*** 10.07***
1.42** 1578.81*** 12.28*** 20.75***
0.0098 0.0676
10年以上
営業収入平均成長率 主営収入平均成長率
0.0034 0.0059
0.0019
輸出
19.45*** 136.82***
73028
13.28
***
主営収入平均成長率 営業収入平均成長率 主営収入平均成長率
営業収入平均成長率
0.0002 0.4529
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推計結果（2） 
 
 
注）*:10%水準で有意、**:5%水準で有意、***:1%水準で有意を、それぞれ示す。 
出所）推定結果より著者作成。 
係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
第二世代イノベーションダミー -20.79 -0.97 -9.64 -1.16 1568.46** 2.51 1967.56*** 4.22
平均固定資本投資成長率 0.00 0.08 0.00 0.52 -0.16 -0.55 -0.16 -0.72
平均労働投入成長率 0.50*** 9.31 0.49*** 23.81 80.75*** 27.42 81.81*** 37.20
平均中間投入成長率 0.00 0.92 0.00** 2.44 0.00 0.08 0.00 0.19
平均輸出額 2.44 0.49 -0.92 -0.48 -92.55 -0.27 -31.49 -0.12
自主イノベーションダミー -20.30 -0.76 -9.65 -0.94 -130.34 -0.14 190.69 0.28
操業年数  -2.42** -2.29  -1.29*** -3.16 -42.21 -0.77 -62.65 -1.54
操業年数二乗 0.02 1.41 0.01** 2.04 0.49 0.50 0.87 1.19
沿海先進地域ダミー
公有企業ダミー 5.46 0.22 -0.10 -0.01 -60.69 -0.08 129.17 0.24
定数項 58.40* 1.93 42.38*** 3.62 780.00 1.01 796.72 1.38
標本数
自由度調整済み決定係数
Ｆ値
係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
第二世代イノベーションダミー 146.39 0.48 397.41** 2.41 94.50 0.75 179.03* 1.92 2213.19*** 2.61 2314.03*** 2.76
平均固定資本投資成長率 -0.01 -0.10 -0.01 -0.16 -0.03 -0.60 -0.02 -0.67 -0.03 -0.15 -0.03 -0.14
平均労働投入成長率 0.86 1.17 1.06*** 2.70 13.44*** 32.78 13.50*** 44.61 91.64*** 23.97 91.76*** 24.27
平均中間投入成長率 0.01 1.19 0.02*** 2.74 0.04*** 8.44 0.04*** 11.50 -0.01 -0.29 -0.01 -0.28
平均輸出額 -12.65 -0.20 -6.80 -0.20 -8.58 -0.17 -17.13 -0.46 -231.70 -0.80 -280.93 -0.98
自主イノベーションダミー -231.62 -0.44 -56.60 -0.20 -12.25 -0.08 42.67 0.36 335.56 0.43 431.86 0.56
操業年数 -17.36 -0.75  -30.23** -2.44 -4.71 -0.51 -1.12 -0.16 -17.52 -0.47 -21.33 -0.58
操業年数二乗 0.16 0.40 0.36* 1.69 0.02 0.12 0.00 -0.01 0.08 0.28 0.08 0.29
沿海先進地域ダミー  -1208.86*** -5.24  -369.12*** -2.99  -426.89*** -4.66  -231.13*** -3.42  -1142.07* -1.68 -946.53 -1.41
公有企業ダミー -428.87 -1.11 -51.61 -0.25 214.46 1.57 67.68 0.67 -45.77 -0.04 -229.00 -0.22
定数項 1344.46*** 4.22 879.91*** 5.16 83.81 0.13 -74.12 -0.16 896.12 0.61 790.98 0.55
標本数
自由度調整済み決定係数
Ｆ値
0.0003 0.0005 0.0132
0.0005
営業収入平均成長率 主営収入平均成長率
0.0245 0.0251
営業収入平均成長率 主営収入平均成長率
22824
0.0236
87590 90844
1.94*** 2.67*** 59*** 36.78*** 37.75***105.77***
産業分類
ハイテク産業
主営収入平均成長率
軽工業(ハイテク産業以外) 重工業(ハイテク産業以外)
0.0038
営業収入平均成長率
20.79
***
37.71
***
2.87
***
16.33
***
沿海先進地域
営業収入平均成長率 主営収入平均成長率
154081
0.0157
営業収入平均成長率 主営収入平均成長率
47177
内陸後進地域
0.0287
地域
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第 3 章 
中国における 
「政府と結びついた自主イノベーション」にかんする実証分析 
 
1.はじめに 
 
改革開放政策が施行されて以降、中国経済は驚異的なスピードで発展を遂げた。
2000 年に 9 兆 9214.6 億元であった GDP は、2012 年には 51 兆 8942.1 億元と、12
年間でおよそ 5 倍に拡大した。GDP が 3645.2 億元であった 1978 年からでは、約 142
倍に増大したことになるxvi。Krugman（1994）は、この経済発展は主に膨大な規模
の資本や労働の投入に依存したものであると指摘するが、近年、中国政府は経済発展
パターンの質的転換や自主イノベーションの深化に力を入れている。2006 年 3 月、
全国人民代表大会の政治活動報告において、温家宝首相（当時）は、企業が自主イノ
ベーションとしての地位を高め、産学研連携のイノベーションxvii・システムを構築す
る、ブランド戦略を実施し自主ブランドの開拓を支援する、自主イノベーションの奨
励態勢を整え、企業のイノベーションに対し、資産管理、税金、金融などの優遇政策
を実施する、という政府の方針を示した（関[2013]）。 
また、同 2006 年、中国国務院は「国家中長期科学技術発展計画」を発表し、エネ
ルギーや資源、国防、環境など中国経済社会の発展にとって重要な重点領域に対し、
2006 年から 2020 年までの長期に渡って振興を促すことを表明した。中国全体での科
学技術開発について数字で見れば、R&D 活動への従事者は 2000 年では 92.21 万人で
あったが、2012 年では 324.68 万人となり、R&D（研究開発）活動に投じられた支出
は 895.66 億元から 1 兆 298.41 億元に増え、人数で約 3.5 倍、支出で約 11.5 倍にそれ
ぞれ増加した。中国全体で見ると、経済成長のスピードに勝るとも劣らない速さで科
学技術振興に取り組んでいることが分かる。 
ところが、企業レベルで見ると、少し異なった状況が観察できる。たとえば、全規
                                                   
xvi 2013 年版中国統計年鑑（国家統計局：中国統計出版社）より。名目値で比較している。  
xvii本章における「イノベーション」は、Schumpeter （1912）の議論における、1.新しい
品質の財貨の生産、2.新しい生産方法、3.新しい販路の開拓、4.原料或いは半製品の新し
い供給源の獲得、5.新しい組織の実現、という定義を援用し、「何らかの新しい価値を生
み出すこと」と定義する。  
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模以上工業企業xviiiの中で、R&D 活動に取り組んでいる企業の割合を見ると、2000 年
の段階では 10.6%であったが、2012 年では 13.7%と、わずか 3.1%の増加に留まって
いるxix。期間や指標、産業が異なるため単純に比較は出来ないが、例えば日本の製造
業と比較した場合、総務省統計局の平成 25 年度科学技術研究調査によれば、製造業
の従業員数 300 人以上xx の企業の約 70%が R&D 活動を行っている。そのため、イノ
ベーション（R&D）活動に取り組む企業の割合で見ると、R&D 活動はあまり広くな
されていないといえる。 
本章では、その要因の一つとして Breznitz and Murphree（2011）において提起さ
れた「構造化された不確実性」について取り上げながら、中国におけるイノベーショ
ンの現状について、「政府との結びつき」という視点を加えながら実証的な分析を行う。
本章の構成は、以下の通りである。まず第 2 節では、中国における構造化された不確
実性について、その不確実性を低減させると考えられる政府との結びつきという議論
も踏まえ、制度や歴史、イノベーションなど、様々な側面から先行研究を整理する。
次に、第 3 節において、具体的な本章の実証モデルを紹介し、第 4 節では推計結果を
示す。最後に、第 5 節において、推計結果を踏まえた結論及び今後の課題について議
論する。 
 
2.先行研究 
  
 園部・大塚（2004）が産業集積の視点からまとめた「内生的産業発展論」によれば、
産業発展は、始発期、量的拡大期、質的向上期の三段階に分けられるという。始発期
は、商人や技術者が主体となって、外国技術を模倣した低品質な製品を販売すること
から始まる。やがて、低品質な製品の製造方法が確立されると、それを模倣した新規
参入者が続出し、低品質の「標準品」が大量に供給されることで市場が拡大する、量
的拡大期となる。この段階になると、製品の同質化に伴う価格競争の激化から利潤率
が低下するため、企業は採算が取れなくなる。そこで、経営能力の高い企業家がシュ
                                                   
xviii2011 年、中国国家統計局は規模以上工業企業の基準を、これまでの主な営業収入 500
万元以上から 2000 万元以上と、より実態に即した定義に変更した。  
xix 第 1 節における中国の科学技術に関するデータは、2013 年版中国科技統計年鑑（国家
統計局：中国統計出版社）より。 
xx 中国における中規模企業の基準であり、規模以上工業企業という基準にほぼ等しい。  
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ンペーター的なイノベーションを志向するようになり、技術革新による製品の質的な
向上、非効率な企業の退出、利潤率や生産性の向上といった現象が生じる、質的向上
期へと移行するという（園部・大塚, 2004; 三嶋, 2005）。この内生的産業発展論の三
段階で言えば、中国の産業は量的拡大期から質的向上期への移行段階にあると考えら
れ、企業のイノベーション （R&D）活動が活発になっているはずである。それにも
拘わらず、R&D 活動を行う企業の割合が、2012 年の段階においても 10%台と非常に
低い水準に留まっている理由はどこにあるのだろうか。 
その答えの一つとして、Breznitz and Murphree（2011）は構造化された不確実性
（Structured Uncertainty）という概念を提起した。これは、「広範囲に交差した忠誠
心、絡み合った権威のマトリックス、制度化されない無数の組織、個人の権威や人的
ネットワークに対する継続的で強力な信頼」と定義されている。中国には、中央政府
と地方政府間の複雑な命令系統があり、また、官僚組織の中に「関係（Guanxi）」と
呼ばれる独特な人的ネットワークが存在し、それが組織や地域の枠を超えて繋がって
いるため組織をより複雑にしているなど、様々な「曖昧さ」が存在する（Breznitz and 
Murphree, 2011; 加藤, 2013）。加藤（2013）は、構造化された不確実性を生み出す
これらの特徴を Breznitz and Murphree（2011）など過去の膨大な研究蓄積を横断的
に整理しながら、「曖昧な制度xxi」としてまとめた。構造化された不確実性について端
的に説明するとすれば、それは、中国に内在する曖昧な制度により生み出された不確
実性であるといえる。 
この不確実性は、現在の中国の建国以降に生じたものではなく、性質は若干異なる
ものの、民国期やそれ以前にも存在していた。村松（1949）は、民国期前後の中国の
経済態制を観察した。村松によれば、当時の官僚（政府）は、規制者として行動する
のではなく、私利的に行動する個別主義的な傾向を持ち、経済を統制せずに放任して
いたという。政府の自由放任により、経済システムの規制については、ギルドや村な
どの中間的諸団体がその一部を担っていたというが、全体的に見れば自由放任的傾向
が散見された。従って、それに起因する放任と不保障によって経済的侵害の不安が増
大し、その不安感をもったゆえに過度に競争的となった経済主体それぞれが、各々に
富を「生産的でなくして貨殖的であり、発展的でなくして還元的」に用いた。即ち、
余剰を技術や効率性の改良・改善といった長期的な投資には用いず、近視眼的に貨殖
                                                   
xxi 曖昧な制度の詳細については、第 2 章を参照。  
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主義的行動をとったことが、当時の中国の経済的停滞の要因であるという（村松
[1949]）。 
村松の指摘は、いまに通ずるものがある。現在の中国政府は、民国期の政府ほど自
由放任的かつ私利的でないとはいえ、加藤（2013）が指摘するように、本来経済主体
になり得ない地方政府が、他の地方政府と競争しつつ、あたかも企業のように行動し
ているなど、他国では見られない特徴を持つ。そして、ルールや目標モデルから組織
の構造、責任の所在に至るまで、様々な側面に「曖昧さ」が内在しており、不確実性
を生み出す要因を数多く抱えている。  
そのため、中国においては、企業は最先端の技術開発を手控え、既存の技術を用い
ながら機能やデザインの面で付加価値を生み出し新製品として市場に供給するという
「第二世代イノベーション」が主流となった。そして、それが結果として企業や産業
の発展に繋がったという（Breznitz and Murphree[2011]）。第二世代イノベーション
の議論は第 2 章に譲るが、諸条件が大きく異なるため単純比較はできないものの、民
国期の中国経済は停滞し、その一方、現在の中国経済が大きく成長したのは、不確実
性が高い環境においても成功した第二世代イノベーションの存在が大きく影響してい
ると考えられる。 
ただ、企業や産業の発展には貢献した「第二世代イノベーション」であるが、その
一方で、構造化された不確実性の存在ゆえに、中国独自の自主イノベーションに取り
組む企業は、第 1 節で見たように、割合としては極めて少ないという現状がある。た
だし、割合としては少なくとも、自主イノベーションが成功すれば高い収益を得られ
る可能性が高いため、中国にもそれに取り組む企業が少数ではあるが存在することも
また事実である。 
ところで、不確実性が高い中国において、企業は発展のために政府との結びつきを
非常に重視する。政府との結びつきと企業のパフォーマンスについて実証的に分析し
た研究は、たとえば、中国に存在する企業 128 社へのアンケート調査をもとに、政府
機関との結びつきと企業のセールスや利潤の成長の関係を分析した Li et al.（2008）、
中華全国工商業連合会などが実施した私営企業 3258 社を対象としたサーヴェイ調査
をもとに、共産党への加入と企業の ROA（総資産利益率）や ROE（株主資本利益率）
の関係を分析した Park（2001）などが挙げられる。これらの研究から総じて言える
ことは、政府・共産党との結びつきは、企業の市場拡大や発展に対して有意に正の効
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果を持つという点である。 
中国を対象とした、イノベーションの分野の研究に議論を移せば、政府との結びつ
きというよりは所有の性質が強くなるが、国有企業の R&D とそのパフォーマンスの
関係を分析した論文が若干存在する。たとえば、北京に存在する 88 社の国有企業を
対象とした 1991 年から 1997 年の調査データをもとに、R&D と生産性や利益性（収
益性）を分析した Hu and Jefferson（2004）や、1995 年から 2004 年の国家統計局
による高技術産業統計年鑑を用い、企業の技術獲得行動を自社での R&D、海外から
の輸入、国内市場からの購入に分け、それぞれがパフォーマンス（特許）に与える影
響を分析した Li（2011）が挙げられる。これらの研究は、国有企業の研究開発活動が
企業のパフォーマンスに対して正の影響を与えることを示唆するが、民有セクターな
どとの比較がなされていなかったり、また、サンプルサイズも限られ、マクロレベル
のデータであったりするため、精緻な分析とは言えないところが若干問題である。  
中国における企業のイノベーション活動について、大規模なミクロデータを用いて
行われた実証研究は非常に少ないが、例えば Jefferson et al.（2006）が挙げられる。
Jefferson et al.（2006）は、1997 年から 1999 年までのミクロデータを用いて、中国
で R&D 活動を行う大中規模企業 5451 社を対象として、R&D 活動のパターンと、そ
れが新製品の産出など企業のパフォーマンスに与える影響を検証した。その結果、推
計によって得られた R&D 活動によるリターン（利益率）の 12%が、R&D によって生
み出された新製品の販売を通じてもたらされたものであることなどが示された。  
中国を対象としたイノベーションに関する他の実証分析については、輸出参入が中
国企業のイノベーションを喚起する効果を検証した八代（2011）が挙げられる。八代
（2011）は、主に政策評価に用いられる、Propensity Score Matching（PSM）と
Difference in Differences（DID）という計量経済学的手法を用い、輸出参入企業と、
輸出への参入確率が実際の輸出参入企業と十分似通っている国内企業のグループを、
WTO 加盟の前後でそれぞれ比較する手法により推計を行った。その結果、輸出参入
企業が貿易制限措置に直面する影響などを考慮に入れた上でも、輸出への取り組みと
企業のイノベーションの深化には密接な関係が存在することが示された。 
劉（2014）は、本章と同じ中国鉱工業企業データベースを用い、企業の R&D 活動
の決定要因について分析を行った。その要因としては、当該企業の資金制約や輸出を
挙げ、操業年数や地域、産業を制御しながら推計を行った。推計結果については、製
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造業全体の傾向を示した上で、所有や企業規模別にサンプルを区切って、それぞれの
特徴を検討した。その結果、たとえば、資金制約の面について所有制別で比較すると、
公有資本（国有・集団所有制企業）と私有資本（法人・私営・中華系・外資系企業）
で差があり、研究開発費などの資金獲得に関しては公有資本がより有利な状態にある
可能性が示された。この結果と併せて、中国においては日米欧よりも金融機関の数が
限られており、中小企業は大企業よりも研究開発資金の獲得の面で苦慮していること
を指摘しながら、私営など非公有資本企業と中小企業への金融サポート政策の策定の
必要を指摘した。 
このように、中国を対象としたイノベーションについては様々な研究が存在してい
るが、それらは曖昧な制度や構造化された不確実性といった制度的要因を考慮に入れ
ていない。しかし、Breznitz and Murphree（2011）が指摘するように、これらの制
度的要因は中長期的な投資が必要な自主イノベーション活動に取り組む企業それぞれ
に対し、何らかの影響を与えていると考えられる。そして、それに伴い、自主イノベ
ーションに取り組む企業は、何らかの方法でそれらの影響を制御、軽減する企業行動
をとっていると推察できる。 
先に紹介した先行研究によれば、中国では、企業は主に政府との結びつきを強める
ことで不確実性を低減させ、それが企業の発展の要因の一つになってきたといい、企
業の研究開発の議論では、一般的に資源の浪費などで非効率になりがちであると考え
られる国有セクターであるが、R&D 活動は企業のパフォーマンスに対して正で有意
な影響を示しているという。そこで、本章では、自主イノベーションに取り組む企業
がどのように不確実性を低減させながらイノベーション活動に取り組んでいるのかに
ついて、企業の「所有」の側面から測った政府との結びつきという視点から分析する。
即ち、自主イノベーションに取り組む企業がそれぞれ制度的要因の影響を受ける中で、
政府との結びつきがあれば不確実性が軽減され、新製品開発などの面におけるイノベ
ーションの成果が増大する可能性について検討する。これまでの先行研究は、企業の
イノベーション活動とその成果の分析において、制度的要因を考慮に入れてこなかっ
た。本章においてそれを制御することにより、中国における自主イノベーションにつ
いて、より実態に即した特徴を把握できると考える。  
政府との結びつきについて言えば、劉（2014）は、推計結果をもとに公有企業の資
金的なアドバンテージの存在の可能性を指摘した。それについて具体的に検討すれば、
52 
 
政府との結びつきがあれば、無い企業と比較して、政府による研究開発に対する支援
プロジェクトに選ばれやすくなったり、財政的援助や税制上の優遇措置、金融機関に
よる融資などが受けやすくなる可能性が挙げられる。その結果として、大規模な資金
投入が可能となれば、より効果的に研究開発活動が行えるようになる。また、政府と
の結びつきが強ければ、それが弱い企業と比較して、将来的な政府方針についての情
報が得やすくなる可能性もある。その結果、情報の非対称性が改善され、突然の政策
変更の影響が相対的に緩和されるため、中長期的な見通しが立てやすくなることで不
確実性が軽減され、不要なコストを削減できる可能性がある。本章における分析では
どのようなメリットが存在するかまでは実証的に検出することはできないが（この点
は今後の課題として後述する）、以上のような可能性を踏まえ、次節では、政府との結
びつきの有無や強さが、研究開発活動を通じて生み出されるその成果（アウトプット）
に与える効果ついて、大規模なミクロデータを用いて検証する。 
 
3.推計方法 
 
一般的に、政府との結びつきの一部は、政府の役人との個人的な「関係（Guanxi）」
が占めるとも考えられるが、相互の信頼や依存、主従、血縁などに依拠する個人的な
側面が大きいそれを、実証的に分析出来るデータの入手は非常に困難である。そこで、
本章では企業の政府との結びつきを示す指標として、所有や資本関係（出資比率）の
データを用いる。 
丸川（2013）は、ページャー（ポケットベル）の生産で大きな市場シェアを獲得す
る民営企業であった波導（Bird）が、携帯電話生産のライセンスを獲得するために寧
波市政府から出資を受け入れ、地方国有企業となったことを引き合いに出しながら、
企業の発展のために中国共産党と良好な関係を構築することの重要性を指摘した。そ
れを踏まえれば、所有や資本関係では、政府との個人的な関係（Guanxi）を完全に説
明することは出来ないものの、政府による所有や政府からの出資は、すでに個人的な
関係（Guanxi）があるゆえに結ばれている（受け入れている）と考えれば、所有や資
本関係によって政府との結びつきのある程度は説明できると考えられる。中国におい
て、企業のイノベーションの成果（アウトプット）に対して、政府との結びつきの有
無や強さという制度的要因が果たす効果を、大規模なミクロデータを用いて実証的に
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明らかにすることは、そのような先行研究が非常に少ない中において、ひとつの大き
な貢献であると考える。 
 
3.1 データ 
本章での実証分析には、2005 年から 2007 年の「中国鉱工業企業データベース」と
いう企業レベルの個票データを用いる。これは、売上高 500 万元以上の大中規模企業
の、主に財務情報を収録した個票データである。毎年 30 万社前後をカヴァーし、こ
れらの企業による生産額の合計は、中国工業総生産値の約 9 割を占めている。 
分析の前に、同じデータベースを用いて分析を行った劉（2014）に倣い、データの
クリーニングを行った。具体的には、企業の収入、資産、資本金、研究開発費、労働
者数等の情報が入力ミスにより負の値や異常値となっているデータ、ごく一部の、企
業コードが重複しているデータを除外した。また、産業コードが 13 以下（鉱業）お
よび 44 以上（電力等のインフラ産業）のサンプルは除外し、製造業のみに限定した。
次に、R&D に関するデータは 2005 年から 2007 年までしか存在しないため、その間
に継続して存在し、なおかつ、すべてのデータをそろえた中国の製造業企業を抽出し
た。さらに、本章では、企業の自主イノベーションのパフォーマンスを所有や資本比
率の視点から分析するため、2005 年から 2007 年の間に継続して R&D 活動に取り組
んでいる（R&D 費を支出している）企業を抽出し、分析対象企業とした。  
一般的に、企業の R&D 費の半分前後は人件費であることが知られている。従って、
企業が中長期的に取り組む必要がある自主イノベーション活動を行う場合、雇用の継
続の観点から R&D 費を継続して支出する必要がある。よって、本章では試験的に、
2005 年からの 3 年間継続して R&D 費を支出している企業は、自主イノベーション活
動を行うという選択をした企業であると定義した。従って、自主イノベーションを行
う企業を、2005 年から 2007 年の間に継続して R&D 活動に取り組んでいる（R&D 費
を支出している）企業という基準で抽出した。産業全体でのサンプルサイズは 11625
社である。なお、データの詳細については、説明の都合上次節末で紹介する。  
 
3.2 モデルと変数 
 一般的に、企業のイノベーションに関する実証分析においては、特許等の情報を有
する中長期のパネルデータが用いられる。しかし、本章において利用するデータは、
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現在中国において入手可能な最大規模のミクロデータであるものの、基本的には財務
情報を収録したものであるため、イノベーションの研究に直接利用できる情報は、
R&D への支出額しか存在しない。また、先述の通り R&D 費は 2005 年から 2007 年
の 3 年間という短期間の情報に限られるという制約もある。 
そこで、本章では以下のような、企業のイノベーション活動の成果（アウトプット）
を規定する、R&D 支出や政府との結びつきについての情報などを含むモデルを構築
し推計を行った。これにより、データの制約を踏まえつつ、試験的にではあるが企業
の平均的な傾向をつかむことが可能となる。 
なお、中国には民有企業であっても若干政府からの出資を受け入れている場合があ
る。そこで本章では、政府との結びつきを公有資本比率（公有セクターからの出資比
率）と所有制（公有企業であるというダミー変数）という二つの面から検証するため、
それぞれ別のモデルを構築した。 
 
①公有資本比率 
𝐼𝑛𝑛𝑜𝑣𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛 𝑂𝑢𝑡𝑝𝑢𝑡𝑖
= 𝑅&𝐷𝑖 + 𝑅&𝐷 ∗ 𝑃𝑢𝑏𝑙𝑖𝑐 𝐼𝑛𝑣𝑒𝑠𝑡𝑚𝑒𝑛𝑡 𝑅𝑎𝑡𝑖𝑜𝑖 + 𝑃𝑢𝑏𝑙𝑖𝑐 𝐼𝑛𝑣𝑒𝑠𝑡𝑚𝑒𝑛𝑡 𝑅𝑎𝑡𝑖𝑜𝑖
+ 𝐸𝑥𝑝𝑜𝑟𝑡𝑖 + 𝑌𝑒𝑎𝑟𝑖 + 𝑌𝑒𝑎𝑟
2
𝑖 + 𝑙𝑜𝑔 𝑆𝑎𝑙𝑒𝑠𝑖 + 𝐶𝑜𝑎𝑠𝑡(𝐷𝑒𝑣𝑒𝑙𝑜𝑝𝑒𝑑)𝐴𝑟𝑒𝑎𝑖
+ 𝐼𝑛𝑑𝑢𝑠𝑡𝑟𝑦𝑖 + 𝛼𝑖 + 𝑢𝑖 
 
②所有制（公有企業） 
𝐼𝑛𝑛𝑜𝑣𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛 𝑂𝑢𝑡𝑝𝑢𝑡𝑖
= 𝑅&𝐷𝑖 + 𝑅&𝐷 ∗ 𝑃𝑢𝑏𝑙𝑖𝑐 𝐶𝑜𝑚𝑝𝑎𝑛𝑦𝑖 + 𝑃𝑢𝑏𝑙𝑖𝑐 𝐶𝑜𝑚𝑝𝑎𝑛𝑦𝑖
+ 𝑂𝑣𝑒𝑟𝑠𝑒𝑎𝑠 𝐶ℎ𝑖𝑛𝑒𝑠𝑒 𝐶𝑜𝑚𝑝𝑎𝑛𝑦𝑖 + 𝐹𝑜𝑟𝑒𝑖𝑔𝑛  𝐶𝑜𝑚𝑝𝑎𝑛𝑦𝑖 + 𝑁𝑒𝑢𝑡𝑟𝑎𝑙 𝐶𝑜𝑚𝑝𝑎𝑛𝑦𝑖
+ 𝐸𝑥𝑝𝑜𝑟𝑡𝑖 + 𝑌𝑒𝑎𝑟𝑖 + 𝑌𝑒𝑎𝑟
2
𝑖 + 𝑙𝑜𝑔 𝑆𝑎𝑙𝑒𝑠𝑖 + 𝐶𝑜𝑎𝑠𝑡(𝐷𝑒𝑣𝑒𝑙𝑜𝑝𝑒𝑑)𝐴𝑟𝑒𝑎𝑖
+ 𝐼𝑛𝑑𝑢𝑠𝑡𝑟𝑦𝑖 + 𝛼𝑖 + 𝑢𝑖 
※i は各企業を示す。  
 
Innovation Output は、イノベーション活動による成果（アウトプット）を示し、
多角的な視点からその成果を掴むため、いわゆるプロダクト・イノベーションを示す
代理指標としての、R&D1 単位あたりの新製品売上高の平均値と、効率性の改善を示
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す TFPxxiiの平均成長率でそれぞれ計測した。なお、R&D1 単位あたりの新製品売上高
の平均値は、3 年分の新製品販売額の合計を 3 年分の R&D 支出額の合計で割ったも
のであり、TFP の平均成長率は、2005 年から 2006 年の TFP 成長率と 2006 年から
2007 年の TFP 成長率の平均である。 
R&D は資産総額で基準化された R&D 支出額（いわゆる「R&D 集約度」）を示す。
Public Investment Ratio は、全出資金に占める公有セクターからの出資金の比率、
Public Company は公有企業（国有企業または集団所有制企業）であれば 1 を取るダ
ミー変数である。 
なお、企業の所有制に関しては、劉（2014）に倣い、出資金の中で最もウェイトが
高い主体の特性で、その企業の所有制を決定した。たとえば、出資金総額が 100 万元
であり、その内訳が、国有が 60 万元、民間が 20 万元、外資が 20 万元であれば、そ
の企業は国有企業であるとした。「②所有制（公有企業）」のモデルには、Overseas 
Chinese Company（中華系 [香港・台湾・マカオ系] 企業）、Foreign Company（外
資系企業）、Neutral Company（均等所有制企業xxiii）のダミー変数を加えることで、
民有セクター（法人企業及び個人企業）をベンチマークとした。それにより、R&D
集約度と公有企業ダミーの交差項（R&D*Public Company）の推計結果（係数）を見
ることで、公有企業であるという性質（政府との結びつきがあるという性質）は、そ
れが無い民営企業と比較して、成果（アウトプット）に対してどのような効果を与え
るかを知ることが出来る。 
なお、本章においては、公有企業ダミーは公有資本比率と同様、政府との結びつき
を示す代理変数であり、他の所有制ダミーとは変数の持つ意味合いが異なる（他の所
有制ダミーは制御変数であるともいえる）。本節で検証したい点は、政府との結びつき
が R&D 集約度を通じて、その成果（アウトプット）に与える影響であるため、モデ
ルの交差項は公有企業ダミーと R&D 集約度の変数のみとした。 
Export は、資産総額で基準化された 2005 年から 2007 年の各企業の輸出額の平均
値とした。輸出を行う中国企業は、国内に留まる企業よりも研究開発投資や新製品開
                                                   
xxii 本章においての TFP は、Iwata（2002）によるノンパラメトリック的手法によって算
出した。算出法は本章末尾に掲載した。  
xxiii均等所有制企業は、各主体の出資比率が均等である企業を指す。たとえば、出資金総
額が 100 万元で国有資本が 50 万元、中華系資本が 50 万元であれば、均等所有制企業と
なる。 
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発を積極的に行う可能性が高い（八代, 2011; 劉, 2014）ため、企業の輸出活動の効果
を確認する。この変数は、企業の輸出への姿勢や程度がイノベーション活動による成
果（アウトプット）に与える効果を観察するため、劉（2014）に倣い成長率ではなく
基準化された輸出額とした。 
Year および Year2 は操業年数およびその二乗項を示す。操業年数が長いほど、企業
の成長と技術の蓄積につながる一方、一定年数を超えると、特有の優れた技能やノウ
ハウの優位性が逓減する可能性がある（劉[2014]）ため、それらの効果を観察する。
操業年数は 2007 から開業年度を減じることで算出した。  
さらに、新製品の販売等においては、同じ技術水準であっても、例えば販売員を多
く雇用できる企業は相対的により多く新製品を消費者に販売できる可能性があるとい
った「補完的資産xxiv」の効果を、推計に際し制御する必要がある。従って、企業のセ
ールスの対数値をとった log Sales も説明変数に加えた。さらに、2007 年において沿
海先進地域（北京市、天津市、河北省、遼寧省、山東省、江蘇省、浙江省、福建省、
広東省）に立地していれば 1 を取るダミー変数（Coast（Developed）Area）と、2
ケタで分類を行った各産業のダミー変数（Industry）を加えモデル化した。 
本章で用いるデータは比較的大規模なものである。従って、その特性について把握
するため、政府との結びつきや企業規模等で分類を行った表（表 1）を本章末尾に掲
載した。データの総標本数は 11625 社であるが、表 1 によれば、2005 年から 2007
年の 3 年間で新製品を出した企業は 6572 社、出していない企業は 5053 社である。政
府との結びつきについては、まず、公有企業、民有企業、外資企業（中華系企業を含
む）、均等所有制企業という所有制で分類を行った。その結果、民有セクターの企業が
非常に多いことが示されたが、これは元データも同様の傾向を持つため、これが推計
結果にバイアスをもたらすことは無いと考えられる。  
また、政府（公有セクター）から出資を受け入れている企業は 2060 社であり、公
有企業数（1372 社）と若干異なる。表には記載していないが、サンプル全体としての、
出資金総額に占める政府からの出資受け入れ額のシェアの平均は 11.65%であり、政
府からの出資を受け入れている企業のみ（2060 社）での同シェアの平均は 65.73%で
ある。一方、公有企業のみ（1337 社）での同シェアの平均は 88.45%であり、本章の
                                                   
xxiv 開発した技術や新商品から利益を得るために必要な設備や販売ネットワークなどを
指す。 
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サンプルにおける、政府から公有企業への最低出資比率は 32.28%となっている。 
また、政府との結びつきの文脈で言えば、本章では詳細には踏み込まないが、近年、
「国進民退xxv」と呼ばれる現象が一部の産業で見られる。そして、国有企業を管轄す
る政府部門である、国有資産監督管理委員会がこの動きを主導する官庁であるといわ
れている。加藤他（2013）によれば、2006 年に、同委員会は「国有経済が相対的支
配権を持つべき業種」としていくつかの産業を指定した。それらの産業は、今後政府
が相対的に関与を強めると考えられる。そこで、加藤他（2013）が整理したそれらの
産業の中から、製造業 （装置設備、自動車、電子・情報、鉄鋼、非鉄金属、化学工業、
科学技術）に該当する産業 を 3 ケタ分類で抽出し、それ以外の産業との区別も行っ
た。表 1 によれば、この産業に属する企業は 5611 社、属さない企業は 6014 社であっ
た。企業規模では中小企業が、地域では沿海先進地域の企業が相対的に大きな割合を
占めており、この点は元データと整合的である。データについての記述統計表は、本
章末尾に掲載している。 
ところで、被説明変数として利用する新製品の売上高のデータは、新製品を出して
いれば正の値、出していなければ 0 となる変数であり、このような特徴を持つデータ
を検閲データ（Censored Data）と呼ぶ。従って、本章では推計に際しトービットモ
デルを用い、産業全体の推計においては、併せて最小二乗法（OLS）を用いた推計も
行った。また、TFP の平均成長率についての推計には OLS を用いた。なお、TFP に
ついての産業全体の推計では、pooled OLS による推定も併せて行った。 
Pooled OLS による分析では、上記モデルと同様の被説明変数及び説明変数用いな
がら、2005 年から 2006 年の TFP 成長率と 2006 年から 2007 年の TFP 成長率の二
期間分の被説明変数を用い、説明変数は、それぞれ 1 期前（2005 年と 2006 年）の情
報を利用して、以下のようなモデルを構築した。なお、推計における標本数は共に
23790 社である。 
 
 
 
 
                                                   
xxv 国有経済が、ある時から拡大に転じて民有経済が縮小するという現象を指す（加藤他
[2013]）。 
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①’公有資本比率 
𝐼𝑛𝑛𝑜𝑣𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛 𝑂𝑢𝑡𝑝𝑢𝑡𝑖𝑡
= 𝑅&𝐷𝑖𝑡−1 + 𝑅&𝐷𝑖𝑡−1 ∗ 𝑃𝑢𝑏𝑙𝑖𝑐 𝐼𝑛𝑣𝑒𝑠𝑡𝑚𝑒𝑛𝑡 𝑅𝑎𝑡𝑖𝑜𝑖
+ 𝑃𝑢𝑏𝑙𝑖𝑐 𝐼𝑛𝑣𝑒𝑠𝑡𝑚𝑒𝑛𝑡 𝑅𝑎𝑡𝑖𝑜𝑖 + 𝐸𝑥𝑝𝑜𝑟𝑡𝑖 𝑡−1 + 𝑌𝑒𝑎𝑟𝑖𝑡 + 𝑌𝑒𝑎𝑟
2
𝑖𝑡 + 𝑙𝑜𝑔 𝑆𝑎𝑙𝑒𝑠𝑖𝑡−1
+ 𝐶𝑜𝑎𝑠𝑡(𝐷𝑒𝑣𝑒𝑙𝑜𝑝𝑒𝑑)𝐴𝑟𝑒𝑎𝑖 + 𝐼𝑛𝑑𝑢𝑠𝑡𝑟𝑦𝑖 + 𝛼𝑖 + 𝑢𝑖 
②’所有制(公有企業) 
𝐼𝑛𝑛𝑜𝑣𝑎𝑡𝑖𝑜𝑛 𝑂𝑢𝑡𝑝𝑢𝑡𝑖𝑡
= 𝑅&𝐷𝑖𝑡−1 + 𝑅&𝐷𝑖𝑡−1 ∗ 𝑃𝑢𝑏𝑙𝑖𝑐 𝐶𝑜𝑚𝑝𝑎𝑛𝑦𝑖 + 𝑃𝑢𝑏𝑙𝑖𝑐 𝐶𝑜𝑚𝑝𝑎𝑛𝑦𝑖
+ 𝑂𝑣𝑒𝑟𝑠𝑒𝑎𝑠 𝐶ℎ𝑖𝑛𝑒𝑠𝑒 𝐶𝑜𝑚𝑝𝑎𝑛𝑦𝑖 + 𝐹𝑜𝑟𝑒𝑖𝑔𝑛  𝐶𝑜𝑚𝑝𝑎𝑛𝑦𝑖 + 𝑁𝑒𝑢𝑡𝑟𝑎𝑙 𝐶𝑜𝑚𝑝𝑎𝑛𝑦𝑖
+ 𝐸𝑥𝑝𝑜𝑟𝑡𝑖𝑡−1 + 𝑌𝑒𝑎𝑟𝑖𝑡 + 𝑌𝑒𝑎𝑟
2
𝑖𝑡 + 𝑙𝑜𝑔 𝑆𝑎𝑙𝑒𝑠𝑖𝑡−1 + 𝐶𝑜𝑎𝑠𝑡(𝐷𝑒𝑣𝑒𝑙𝑜𝑝𝑒𝑑)𝐴𝑟𝑒𝑎𝑖
+ 𝐼𝑛𝑑𝑢𝑠𝑡𝑟𝑦𝑖 + 𝛼𝑖 + 𝑢𝑖 
※質的変数は経時的に変化しないため、時間を示す t は省略した。  
 
なお、pooled OLS による推計の際はグループ内の経時的なバイアスを除去するた
め、クラスタロバスト標準誤差（clustered robust standard error）を用いた。 
 
4.推計結果 
 
以下では、構造化された不確実性が存在するにも拘わらず、果敢にも自主イノベー
ションに取り組んでいる企業を対象として、政府との結びつきによって得られる不確
実性の低減や支援の獲得が、研究開発活動を通じて生み出されるその成果（アウトプ
ット）に与える効果について、まず製造業全体の平均的傾向を把握する。次に、企業
規模、地域、産業でサンプルを区分しながら詳細に検討する。企業規模は従業員千人
以上の大企業と中小企業、地域は沿海先進地域とそれ以外の内陸後進地域という基準
でそれぞれ区分した。産業については、前節で紹介した、国有資産監督管理委員会が
「国有経済が相対的支配権を持つべき業種」として指定した産業（政府が相対的に関
与を強めると考えられる産業）に属するかどうかで区分し推計した。推計結果は、本
章末尾にまとめて掲載した。なお、制御変数を除く、政府との結びつきやイノベーシ
ョン活動を示す変数についての推計結果の見方が若干複雑であるため、具体的な検討
に入る前にそれについて簡単に紹介する。  
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4.1 推計結果の見方 
 まず、公有資本比率の推計結果の見方について紹介する。前節で紹介したように、
説明変数 R&D はイノベーション活動自体がその成果に与える効果を観察し、Public 
Investment Ratio は公有資本比率で測った政府との結びつきの効果を観察する。そし
て、政府との結びつきの強さがイノベーション活動を通じてその成果に与える効果は、
R&D と Public Investment Ratio の交差項によって観察される。 
ただし、交差項で示される係数は公有資本比率 1%当たりの効果であるため、具体
的な政府との結びつきの効果を見るためには、任意の出資比率を交差項の係数に乗じ
る必要がある。たとえば、政府からの出資受け入れの平均的な効果が知りたい場合に
は、交差項の係数に、サンプル全体の公有セクターからの出資比率の平均値や中央値
を乗じる必要がある。また、公有資本比率で測った所有の効果が知りたい場合には、
交差項の係数に、所有制が決定できる境界値（51%）や、サンプルの中の公有企業に
おける、公有セクターからの平均出資比率（88.45%）を乗じる必要がある。そして、
公有資本比率で測った政府との結びつきの効果を考慮に入れた上での、成果（アウト
プット）に対する最終的な R&D 活動の効果は、交差項の係数に任意の出資比率を乗
じた値と、R&D の係数の合計値となる。 
 次に、所有制（公有企業）の推計結果の見方について紹介する。先ほどと同様、説
明変数 R&D は企業のイノベーション活動自体がその成果に与える効果を観察し、
Public Company は所有制で測った政府との結びつきの効果を観察する。R&D と
Public Company の交差項は、所有制で測った政府との結びつきが、企業のイノベー
ション活動を通じてその成果に与える効果を観察する。従って、所有制で測った政府
との結びつきの効果を考慮に入れた上での、成果に対する最終的な R&D 活動の効果
は、上の場合と同様に R&D の係数と交差項の係数を合計することで確認することが
できる。また、公有資本比率で測った所有の効果と、所有制（公有企業）の推計から
得られたその効果の符号が一致すれば、推計結果はより頑健であることを確認するこ
とができる。 
それでは、以下の節において、それぞれの推計結果について具体的に検討する。 
 
4.2 製造業全体 
 中国の製造業全体を対象とした分析においては、公有資本比率（出資比率）と所有
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制のいずれの側面からも、政府との結びつきがイノベーション活動を通じて生み出さ
れる成果（アウトプット）を増大させていることを示す結果となった。 
まず、表 3 の出資比率の結果から考察する。モデル①は交差項を除いたモデルであ
り、モデル②はそれを加えたモデルである。モデル②によれば、新製品の産出につい
ては、R&D 集約度を 1 単位増加させると、212.09 単位、R&D1 単位あたりの新製品
の産出が減少するという結果になった。これは、R&D の投入を増やしても、徐々に
R&D 投入から得られる新製品が減少している傾向（収穫逓減的傾向）を示している。
そこで、ここに出資比率で測った政府との結びつきという要素を考慮に入れる。ただ
し、サンプルの企業には政府からの出資を全く受けていない企業が多く存在する。従
って、やや分布に偏りがあるため、本来であれば公有出資比率の中央値を用いるべき
であるが、その値が 0 であるため、計算上簡便的に平均値（11.65）を R&D 集約度と
公有出資比率の交差項の係数 5.1 に掛けると 59.42 となる。これは、政府からの出資
を受け入れた場合、R&D 活動に伴う新製品の産出が平均的に 59.42 単位増大するこ
とを示している。 
同様の方法で、TFP の成長率についての推計結果を見れば、交差項の係数は 0.06
となっているため、これに政府からの出資比率の平均値を乗じると 0.7 となる。よっ
て、政府との繋がりがある企業は、平均的に R&D 集約度を 1 単位増加させた場合、
0.7 単位（パーセント表示では 70%）TFP の成長率が上昇するという結果となった。 
ただ、先述のように交差項は単独では解釈できず、R&D 集約度の係数と合計して
最終的な R&D 活動の効果を確定させる必要がある。この計算を行うと、公有資本比
率で測った政府との結びつきを考慮に入れた上での、成果に対する最終的な R&D 活
動の効果は、新製品と TFP に対し共に負となっている。従って、政府からの出資を受
け入れれば、平均的にイノベーション活動を通じた成果（アウトプット）は増大する
が、収穫逓減的傾向は変わらないということが示された。  
次に、表 4 の所有制の側面から考察を行う。モデル②によれば、R&D 集約度と、
その成果（新製品のセールスと TFP 成長率）の間には、表 3 の結果と同様に収穫逓
減的傾向が確認できる。政府との結びつきを考慮に入れた交差項は共に正で有意であ
ったため、所有の側面から測った政府との結びつきがあれば、R&D 活動を通じて得
られる成果（新製品のセールスと TFP の成長率）は増大することが示された。そして、
所有制で測った政府との結びつきを考慮に入れた上での、成果に対する最終的な R&D
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の効果も共に正となっている。この結果から、政府によって所有されている企業は、
されていない企業よりも R&D 活動によってより多くの成果（アウトプット）が得ら
れ、なおかつ R&D 活動の規模が拡大するにしたがって、そこから得られる成果も増
大するという傾向（収穫逓増的傾向または規模の経済）が確認できた。 
政府による所有という観点で言えば、先述のように公有資本比率でも同様の検討が
出来る。先ほどの出資比率に関する考察では、交差項の係数に公有資本比率の平均値
を乗じることで、R&D 活動における平均的な政府からの出資受け入れの効果を算出
したが、交差項の係数に、例えば所有制を決定できる境界（過半数）の比率（51%）
や、サンプルの中の公有企業に対する、政府（公有セクター）からの平均出資比率
（88.45%）をそれぞれ乗じると、公有資本比率で測った所有の効果が計算できる。表
3 の結果をもとに、新製品に対しては、交差項に過半数の比率を乗じたものを R&D
の係数に加算した場合、R&D 活動の最終的な効果は正の値となり、表 4 の推計結果
が示唆する所有制の結果と同じになった。TFP に対しては、過半数の比率を乗じて同
様の計算をしても未だ負の値であったが、公有企業に対する政府（公有セクター）か
らの平均出資比率を乗じた場合は正の値となった。従って、表 3 と表 4 の推計結果は
整合的であるといえる。なお、推計によれば、R&D 活動がその成果に与える最終的
な効果が正の値となる（正負が逆転する）境界の出資比率は、新製品が約 42%、TFP
が約 66%であった。 
 なお、頑健性の確認のため TFP については pooled OLS による推定も行った。紙幅
の都合上詳細な記述統計や推計結果は示さないが、先述の分析結果と大きな変化はな
かった。 
 
4.3 企業規模 
 企業規模で区分した推計結果によれば、中小企業においては製造業全体の推計結果
とほぼ整合的な結果になった一方、大企業では有意な影響は観察されなかった。中小
企業において、政府との結びつきが、R&D 活動を通じて生み出されるその成果（ア
ウトプット）を増大させる一つの要因としては、劉（2014）で指摘された中小企業の
資金制約に関する問題が考えられる。中国の中小企業は、大企業と比べて研究開発費
などの資金の獲得に苦慮しており、政府との結びつきがあれば、このような資金制約
の問題はある程度改善され、より大規模に研究開発活動が行える可能性がある。 
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その一方、大企業は中小企業と比べ、資金制約の問題は軽微であると考えられるが、
取り組む R&D 活動の水準が低い可能性がある。大企業は既に TFP が比較的高く、そ
れをさらに成長させるためには、より水準の高い効率的な R&D 活動を行う必要があ
る。また、大企業は R&D 費も既に比較的多く支出していると考えられる。従って、
R&D 支出から得られる新製品のセールスを増大させるためには、さらに収益を拡大
させるような市場先駆的な製品を生み出す必要がある。従って、TFP の面での考察と
同様に、より水準の高い R&D 活動が求められる。本章の推計によれば、大企業にお
いては、R&D 活動を通じたその成果（アウトプット）への効果が、政府との結びつ
きを考慮に入れた上でも有意ではないということは、大企業の R&D 活動が、さらな
る成長に必要な水準を満たしたものではない可能性があるといえる。 
 
4.4 地域 
 地域で区分した推計結果によれば、沿海先進地域の企業において製造業全体の推計
結果とほぼ整合的な結果になった一方、内陸後進地域の企業では有意な影響は観察さ
れなかった。沿海先進地域は、内陸後進地域と比べてより多くの企業が立地している。
従って、企業間の生存競争が相対的に激しいため、そこに立地する企業同士の研究開
発競争もまた激しいと考えられる。そのような地域においては、政府との結びつきを
より強化出来れば、不確実性を削減しつつ様々な支援を受けることが可能となり、他
の企業に先んじることが出来る可能性がある。 
その一方、内陸後進地域の企業は、他企業との競争の激しさは沿海先進地域と比べ
て緩和されていると考えられるが、R&D 活動の水準が平均的に低い可能性、即ち、
TFP の改善や市場に求められる新製品を生み出す力がそもそも弱い可能性がある。従
って、この地域においては、現状では R&D 活動がその成果（アウトプット）に対し
て有意な影響を与えることが出来ていないという推計結果になった可能性がある。た
だし、4.3 節で検討した、大企業の R&D 活動の議論における水準の「低さ」は、既に
ある程度の水準にあるところから、さらに追加的に TFP の成長や、より収益性の高い
新製品の開発を志向する場合には、現状の R&D 活動は、求められる水準よりも低い
レベルにあるということを示すため、内陸後進地域についての文脈でいう水準の低さ
とは本質的に異なる。 
また、推計結果における地域的な差の要因については、地域ごとの地元政府の政策
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も影響を与えている可能性がある。即ち、沿海先進地域の地方政府は企業の R&D 活
動への支援に関する取り組みに積極的であり、それが比較的成功している一方、内陸
後進地域の地方政府は、R&D 活動を行う企業への支援が十分ではないか、または有
効に機能していない可能性がある。ただし、この点については本章の分析では実証的
に確認することが出来ないため、この検証については今後の課題としたい。 
 
4.5 産業 
研究開発における政府の関与が非常に強いと言われている中国では、国有資産監督
管理委員会が「国有経済が相対的支配権を持つべき」と指定した産業においては、よ
り政府の関与が強化されていると考えられる。この産業別の区分による推計では、国
有資産監督管理委員会が指定した産業において、政府との結びつきは R&D 活動を通
じて TFP の成長に繋がっていることが確認された一方、新製品の産出に対しては有意
な影響が見られなかった。反対に、政府指定外の産業においては TFP の成長への効果
が見られなかったが、新製品の産出については有意な正の影響が見られた。 
これらの推計結果によれば、政府の関与が相対的に強い、即ち、政府の意向が強く
反映される産業に属する企業は、新製品の開発よりも生産効率の改善を優先している
可能性がある。その一方、政府の関与が相対的に低い産業においては、民間の意思決
定が優先され経営判断に政府の意向はあまり反映されない。従って、政府との結びつ
きを利用しながら、利益や収益性をより速やかに改善できる新製品開発に力を入れ、
市場へ早期にそれを投入することで、模倣などを行う企業よりも早く市場シェアを確
保しようとしている可能性がある。 
ただし、TFP の改善と新製品の開発は、企業にとって共に非常に重要な要因である
と考えられる。いずれの産業に属する企業においても、企業の自主イノベーションの
点から言えば、政府との結びつきを上手く利用しつつ、TFP の上昇と新製品開発のど
ちらかに偏ることなく、それぞれのバランスがとれた深化が、今後の中国企業の持続
的な発展に対し非常に重要であるといえる。 
 
5.結論および今後の課題 
 
中国では、構造化された不確実性の存在ゆえに中長期的見通しが立てにくいなど、
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リスクが非常に大きくなり、企業による自主イノベーション活動が非効率的なものに
なる可能性があるという（Breznitz and Murphree[2011]）。しかし、自主イノベーシ
ョンが成功すれば高い収益を得られる可能性が高いため、中国にもそれに取り組む企
業が少数ではあるが存在する。そこで、それらの企業がどのように構造化された不確
実性を軽減しながら自主イノベーションに取り組んでいるのかについて、本章では政
府との結びつきという視点から考察した。即ち、政府との結びつきによってもたらさ
れると考えられる不確実性の低減や支援の獲得という利点は、企業が自主イノベーシ
ョン活動によって得る成果（新製品の販売や TFP の改善）をより増大させるのかとい
う点について、様々な角度から実証的に分析した。 
データの制約から試験的な実証分析となったが、これまでイノベーション活動のア
ウトプットについて、中国を対象とした大規模なミクロデータを用いて行われた実証
研究は極めて少ないため、この点においては本章の大きな貢献の一つであると考える。 
 実証分析の結果、製造業全体として見ると、公有資本比率と所有制で測った政府と
の結びつきが強い企業において、自主イノベーション活動がその成果に正の影響を与
えていることが分かった。企業規模、地域や産業で区分した推計結果によれば、中小
企業、沿海先進地域に立地する企業において、製造業全体の推計と同様の結果が示さ
れた。また、国有資産監督管理委員会が「国有経済が相対的支配権を持つべき業種」
として指定した産業においては、政府との結びつきが R&D 活動を通じた TFP の成長
を増大させ、指定されなかった産業では、政府との結びつきが、R&D 活動を通じた
新製品の売り上げを増大させていることが示された。ただし、多くの企業の R&D 活
動は、TFP や新製品という成果を生み出すのに十分な水準にあるとは言えない可能性
も、本章の実証分析により明らかにされた。自主イノベーションに取り組む企業は、
その取り組みのさらなる深化が求められる。  
 以下では、今後の課題について検討する。第一に、データの精緻化が挙げられる。
本章における実証分析は、先述の通り、データの制約から試験的なものに留まってい
る。中国を対象とした大規模なデータセットであるため、異常値や欠損値が多く、な
おかつ 3 年という短期間のデータであるため、データは厳しいクリーニングを行った
が、年ごとにややばらつきが大きなデータがごく一部にではあるが含まれている。よ
り長期のデータセットが得られれば、データのばらつきの影響等はある程度軽減でき
ると考えられる。 
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また、大規模なミクロデータを用いた分析であるため、イノベーション活動によっ
て生み出される成果を増大させる要因は、データセットに含まれないもの（企業ごと
の固有的な要因）まで多岐にわたると考えられる。従って、推計の決定係数は非常に
低い。これに関しては、説明変数が全体として被説明変数に影響を与えているかを検
証するため、推計結果に尤度比カイ二乗値及び F 値を記入し、検定を行った。その結
果、ほぼ全てのモデルにおいて有意な結果を得ることが出来たため、モデル全体とし
ては十分説明力を有しているといえる。ただし、TFP についての推計では相対的に尤
度比カイ二乗値や F 値が低く、また R&D 変数が有意でなかった推計については、一
部有意な結果が得られなかった。従って、今後、より精緻でより長期のデータが入手
出来次第、パネル分析による推定の検討も含め、より厳密な分析に取り組みたい。  
第二に、先述のように本章の分析では政府との結びつきがどのようなチャンネルを
通じて企業の R&D 活動に影響を与え、そしてその成果の増大に貢献するのか、とい
う点までは実証的に明らかにすることが出来なかった。より精緻にこの点を把握する
ためには、詳細なフィールド調査を行う必要がある。追加的なフィールド調査の必要
性という点で言えば、本章の分析ではその詳細まで踏み込むことが出来なかった、国
有資産監督管理委員会に指定された産業に属する各企業のイノベーション活動に対し
て、政府との結びつきが与える具体的な影響などの議論は、国進民退の議論や中所得
国の罠と自主イノベーションの議論など、昨今活発になされている議論との親和性が
非常に強いため、この点を明らかにすることも今後の課題としたい。 
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表 1 利用データの詳細 
 
 
出所）中国鉱工業企業データベースより著者作成。 
公有企業 民有企業 外資企業 均等所有制企業
1337 8370 1806 112
中小企業
2223 9402
新製品
企業規模
3年間で新製品を出した企業 3年間で新製品を出していない企業
6572 5053
政府(公有セクター)から出資を
沿海先進地域 内陸後進地域
受け入れている企業 受け入れていない企業政府との結
びつき 2060 9565
地域
国有資産監督管理委員会により指定された産業に
属する企業 属さない企業
5611 6014
8388 3237
大企業
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表 2 記述統計 
 
 
出所）中国鉱工業企業データベースより著者作成。 
 
 
 
 
変数名 変数 補足説明 平均値 標準偏差 最小値 最大値
R&D1単位あたりの新製品販売額 R&D支出額と新製品販売額をそれぞれ3年分合計し、除した。 53.86 300.50 0 15460.82
平均TFP成長率 TFPの算出方法は別紙参照。 0.73 36.18 -171.64 3739.29
Public Investment Ratio 公有資本比率 出資金総額に占める公有セクターからの出資金の比率。 12 29 0 100
Public Company 公有ダミー 国有企業または集団所有制企業であれば1。 0.12 0.32 0 1
R&D 平均R&D支出額(集約度) 3年分のR&D支出額(資産総額で基準化)の平均値。 0.02 0.05 0.0000035 1.67
Overseas Chinese Company 中華系企業ダミー 中華系企業であれば1。 0.06 0.23 0 1
Foreign Company 外資系企業ダミー 外資系企業であれば1。 0.10 0.30 0 1
Neutral Company 均等所有企業ダミー 均等所有企業(出資比率が均等)であれば1。 0.01 0.10 0 1
Export 平均輸出額 輸出額（資産総額で基準化）の平均値。 0.30 0.77 0 18.62
Year 操業年数 開業年-2007。 15.12 15.39 2 407
Year2 操業年数二乗 操業年数の二乗。 465.59 1916.11 4 165649
log Sales 平均工業セールス 工業セールス額(補完的資産を表す/推計では対数化) 555882.40 2927421 2043.67 156000000
Coast (Developed) Area 沿海ダミー 沿海先進地域であれば1。 0.72 0.45 0 1
Innovation Output
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表 3  推計結果 ：公有資本比率 
 
注）*:10%水準で有意、**:5%水準で有意、***:1%水準で有意を、それぞれ示す。 
     被説明変数が「新製品」はトービットモデルで推計し、「TFP」は OLS で推計した。 
     尤度比カイ二乗値と F 値は、それぞれトービットモデル、OLS の各推計により算出された。 
出所）推計結果より著者作成。 
区分
モデル
被説明変数
説明変数 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
R&D集約度 -87.21 -0.89  -212.09* -1.84  -2.74** -2.11  -3.92** -2.22
R&D集約度*出資比率 5.10** 2.21 0.06** 1.96
公有資本出資比率 0.05 0.29 -0.06 -0.35 -0.01 -1.12 -0.01 -1.23
平均輸出額 22.58*** 3.71 23.09*** 3.79 -0.08 -0.68 -0.07 -0.63
操業年数 1.46*** 3.63 1.47*** 3.65 -0.04 -1.43 -0.04 -1.42
操業年数二乗 0.00 -0.45 0.00 -0.45 0.00 1.24 0.00 1.23
工業セールス(対数) 36.70*** 12.63 36.57*** 12.59 0.17 0.94 0.17 0.94
沿海ダミー -11.17 -1.12 -11.13 -1.11 -1.59 -1.21 -1.59 -1.21
定数項  -666.97*** -14.85  -662.14*** -14.73 0.14 0.12 0.18 0.15
標本数
決定係数
尤度比カイ二乗値・F値
区分
被説明変数
説明変数 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
R&D集約度 -813.25 -1.26 -0.24 -0.34  -239.74** -2.48  -4.14** -2.17
R&D集約度*出資比率 -12.21 -0.55 0.00 -0.12 5.58*** 2.98 0.06* 1.92
公有資本出資比率 0.09 0.19 0.00 -0.41 -0.09 -0.56 -0.01 -1.17
平均輸出額 -27.66 -1.11 -0.04 -0.66 29.29*** 5.68 -0.11 -0.72
操業年数 1.20 0.65 0.00 -1.11 0.79** 2.05 -0.05 -1.39
操業年数二乗 0.02 0.88 0.00 0.88 0.00 -0.57 0.00 1.28
工業セールス(対数) 56.08*** 4.62 -0.03 -1.35 28.27*** 8.62 0.52 1.11
沿海ダミー -15.71 -0.51 -0.04 -0.62 -11.22 -1.24 -2.07 -1.21
定数項  -944.43*** -4.43 1.25*** 2.61  -504.07*** -11.32 -3.17 -0.83
標本数
決定係数
尤度比カイ二乗値・F値
区分
被説明変数
説明変数 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
R&D集約度  -264.11* -1.88  -2.6* -1.76 12.84 0.06 -11.98 -1.42
R&D集約度*出資比率 5.88** 2.24 0.03* 1.74 0.23 0.04 0.21 1.48
公有資本出資比率 -0.01 -0.03  -0.002* -1.85 -0.07 -0.31 -0.01 -0.94
平均輸出額 22.37*** 3.33 0.05 0.65 34.92 1.63 -1.75 -1.27
操業年数 2.5*** 4.84 -0.01 -1.7 0.20 0.16 -0.21 -1.34
操業年数二乗 0 -1.3 0 1.52 -0.01 -0.41 0.00 1.34
工業セールス(対数) 31.58*** 8.73 0 0.06 45.94*** 9.87 0.64 0.87
沿海ダミー
定数項  -693.9*** -11.82 0.8 1.31  -643.75*** -9.81 -4.69 -0.66
標本数
決定係数
尤度比カイ二乗値・F値
区分
被説明変数
説明変数 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
R&D集約度 19.37 0.15  -2.89** -1.99  -628.91*** -2.93  -3.98* -1.65
R&D集約度*出資比率 -6.29 -1.19 0.05* 1.72 10.62*** 3.16 0.07 1.58
公有資本出資比率 -0.02 -0.10 0.00 -0.93 0.09 0.32 -0.01 -1.1
平均輸出額 -1.49 -0.18 0.24 0.94 40.32*** 4.48 -0.13 -1.22
操業年数 0.71* 1.90 0.00 -0.74 -0.77 -0.57 -0.16 -1.38
操業年数二乗 0.00 -0.50 0.00 0.53 0.04** 2.31 0.00 1.38
工業セールス(対数) 28.38*** 9.49 -0.01 -0.28 45.58*** 8.92 0.34 0.94
沿海ダミー  -22.14** -2.25 0.03 0.29 4.15 0.23 -3.40 -1.23
定数項  -358.58*** -10.02 0.57 1.06  -822.85*** -11.68 0.48 0.27
標本数
決定係数
尤度比カイ二乗値・F値
1.87*** 227.76*** 0.46
175.23*** 1.87** 248.36*** 0.54
国有資産監督管理委員会により指定された産業 国有資産監督管理委員会により指定されなかった産業
新製品 TFP 新製品 TFP
5611 6014
392.35*** 397.21*** 1.38*  1.37*
133.13*** 1.49** 286.43*** 0.88*
0.0053
企業規模：中小企業(従業員数)
新製品 TFP
9402
0.0037 0.0045
新製品
産業全体
モデル① モデル② モデル① モデル②
新製品 TFP
11625
0.0038 0.00360.0038 0.0037
TFP
2223
0.0266
企業規模：大企業(従業員数)
沿海先進地域
0.0034 0.00430.0013 0.0048
内陸後進地域
新製品 TFP
3237
0.0077 0.0109
TFP新製品
8388
0.0037 0.0015
272.63***
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表 4  推計結果 ：所有制（公有企業） 
 
注）*:10%水準で有意、**:5%水準で有意、***:1%水準で有意を、それぞれ示す。 
     被説明変数「新製品」はトービットモデルで推計し、「TFP」は OLS で推計した。 
     尤度比カイ二乗値と F 値は、それぞれトービットモデル、OLS の各推計により算出された。 
出所）推計結果より著者作成。
区分
モデル
被説明変数
説明変数 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
R&D集約度 -105.74 -1.08  -225.69** -1.98  -2.88** -2.09  -3.97** -2.17
R&D集約度*公有ダミー 501.93** 2.21 5.75** 2.00
公有ダミー -2.64 -0.19 -12.32 -0.84 -0.45 -0.98 -0.56 -1.11
中華系ダミー  -72.87*** -3.65  -73.46*** -3.68 -0.66 -1.04 -0.67 -1.04
外資系ダミー  -116.47*** -7.47  -116.57*** -7.48 -0.07 -0.10 -0.07 -0.10
均等所有ダミー 19.40 0.46 19.26 0.45 -0.35 -0.96 -0.35 -0.97
平均輸出額 28.48*** 4.66 29.01*** 4.74 -0.06 -0.57 -0.05 -0.51
操業年数 1.12*** 2.78 1.12*** 2.80 -0.04 -1.35 -0.04 -1.35
操業年数二乗 0.00 -0.20 0.00 -0.20 0.00 1.21 0.00 1.21
工業セールス(対数) 40.19*** 13.64 40.07*** 13.60 0.18 0.88 0.18 0.87
沿海ダミー -2.30 -0.23 -2.19 -0.22 -1.54 -1.24 -1.54 -1.24
定数項  -698.39*** -15.46  -693.97*** -15.35 0.10 0.08 0.13 0.10
標本数
決定係数
尤度比カイ二乗値・F値
区分
被説明変数
説明変数 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
R&D集約度 -897.30 -1.43 -0.21 -0.32  -254.49*** -2.65  -4.23** -2.13
R&D集約度*公有ダミー -1274.50 -0.62 -0.19 -0.06 570.35*** 3.09 6.16** 1.97
公有ダミー 10.77 0.26 -0.04 -0.41 -19.52 -1.35 -0.55 -1.04
中華系ダミー -26.97 -0.41 -0.03 -0.32  -79.27*** -4.46 -0.91 -1.06
外資系ダミー  -175.59*** -3.42 0.12 1.00  -92.71*** -6.70 -0.20 -0.21
均等所有ダミー -99.27 -0.80 -0.14 -1.56 46.85 1.21 -0.38 -0.85
平均輸出額 -13.65 -0.53 -0.05 -0.73 33.16*** 6.43 -0.08 -0.63
操業年数 0.73 0.39 0.00 -1.08 0.52 1.36 -0.05 -1.32
操業年数二乗 0.02 0.97 0.00 0.85 0.00 -0.37 0.00 1.25
工業セールス(対数) 60.39*** 4.92 -0.03 -1.39 32.18*** 9.67 0.53 1.06
沿海ダミー -6.69 -0.22 -0.04 -0.69 -4.14 -0.46 -2.01 -1.24
定数項  -983.12*** -4.58 1.25*** 2.60  -541.17*** -12.06 -3.31 -0.80
標本数
決定係数
尤度比カイ二乗値・F値
区分
被説明変数
説明変数 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
R&D集約度  -283.44** -2.04  -2.45* -1.72 -0.65 0.00 -11.50 -1.40
R&D集約度*公有ダミー 577.80** 2.24 2.48* 1.70 133.79 0.22 19.12 1.47
公有ダミー -7.69 -0.38 -0.09 -1.02 -15.66 -0.77 -0.67 -0.93
中華系ダミー  -79.29*** -3.57 -0.01 -0.13 -51.37 -0.93 -1.98 -0.91
外資系ダミー  -130.37*** -7.30 0.63 1.50 -26.97 -0.77 -3.11 -1.15
均等所有ダミー 59.85 1.23 0.09 0.61  -174.97* -1.84 -3.59 -0.92
平均輸出額 29.14*** 4.32 0.03 0.46 36.29* 1.69 -1.63 -1.27
操業年数 2.01*** 3.89 0.00 -1.35 0.15 0.11 -0.22 -1.34
操業年数二乗 0.00 -0.97 0.00 1.25 -0.01 -0.41 0.00 1.34
工業セールス(対数) 36.10*** 9.82 -0.02 -0.69 47.04*** 10.03 0.68 0.89
沿海ダミー
定数項  -728.36*** -12.36 1.00* 1.83  -651.39*** -9.89 -4.97 -0.68
標本数
決定係数
尤度比カイ二乗値・F値
区分
被説明変数
説明変数 係数 t値 係数 t値 係数 t値 係数 t値
R&D集約度 -8.21 -0.07  -2.76** -1.96  -642.48*** -3.01  -4.25* -1.64
R&D集約度*公有ダミー -658.42 -1.28 4.52* 1.78 1069.98*** 3.23 6.72 1.59
公有ダミー -7.11 -0.44 -0.03 -0.31 0.17 0.01 -1.05 -1.06
中華系ダミー  -71.08*** -3.42 -0.04 -0.25  -69.26** -2.02 -1.19 -1.03
外資系ダミー  -77.11*** -5.05 0.79 1.20  -150.33*** -5.27 -1.14 -0.83
均等所有ダミー -39.27 -0.98 0.13 0.68 123.27 1.52 -0.61 -1.08
平均輸出額 5.52 0.67 0.19 0.90 45.49*** 5.04 -0.07 -0.58
操業年数 0.44 1.19 0.00 -0.24 -1.16 -0.85 -0.17 -1.36
操業年数二乗 0.00 -0.23 0.00 0.15 0.04** 2.37 0.00 1.37
工業セールス(対数) 30.92*** 10.18 -0.03 -1.10 49.91*** 9.65 0.38 0.93
沿海ダミー -14.05 -1.42 -0.03 -0.33 11.23 0.62 -3.27 -1.24
定数項  -378.12*** -10.48 0.78* 1.84  -861.20*** -12.16 0.16 0.07
標本数
決定係数
尤度比カイ二乗値・F値 0.53
0.0041 0.00430.0024 0.0055
457.83*** 462.69***
208.50*** 2.08*** 282.36***
企業規模：大企業(従業員数)
新製品 TFP
2223
0.0058 0.0277
産業全体
11625
0.0044 0.00370.0045 0.0037
モデル① モデル② モデル① モデル②
新製品 TFP
沿海先進地域
新製品 TFP
9402
0.0045 0.0045
145.5*** 1.38* 348.95*** 0.90*
1.45**
内陸後進地域
新製品 TFP
3237
  1.43**
企業規模：中小企業(従業員数)
新製品 TFP
0.0079 0.011
新製品 TFP
5611 6014
232.87*** 0.38
国有資産監督管理委員会により指定された産業 国有資産監督管理委員会により指定されなかった産業
新製品 TFP
8388
0.0045 0.0025
336.96*** 2.17***
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補論 TFP 成長率の推計方法 
 
各企業の生産関数は 
𝑌(𝑡) = 𝐹(𝐾(𝑡), 𝐿(𝑡), 𝑡)・・・(1) 
であり、ヒックス中立型技術進歩を仮定すれば 
𝐹(𝐾(𝑡), 𝐿(𝑡), 𝑡) = 𝐴(𝑡)𝐹(𝐾(𝑡), 𝐿(𝑡))・・・(2) 
となる。ここで、𝐴(𝑡)は全要素生産性(TFP)である。 
 
(2)式両辺で対数を取り、時間微分することで  
log [𝑌(𝑡)] = log [𝐴(𝑡)𝐹(𝐾(𝑡), 𝐿(𝑡))]
↔ log [𝑌(𝑡)] = log [𝐴(𝑡)] + log [𝐹(𝐾(𝑡), 𝐿(𝑡))]
dlog [𝑌(𝑡)]/𝑑𝑡 = 𝑑log [𝐴(𝑡)]/𝑑𝑡 + 𝑑log [𝐹(𝐾(𝑡), 𝐿(𝑡))]/𝑑𝑡
↔ (dlog [𝑌(𝑡)]/𝑑𝑌(𝑡))(𝑑𝑌(𝑡)/𝑑𝑡)
= (dlog [𝐴(𝑡)]/𝑑𝐴(𝑡))(𝑑𝐴(𝑡)/𝑑𝑡)
+ (
𝜕 log[𝐹(𝐾(𝑡), 𝐿(𝑡))]
𝜕𝐹(𝐾(𝑡), 𝐿(𝑡))
) (
𝜕𝐹(𝐾(𝑡), 𝐿(𝑡))
𝜕𝐾(𝑡)
) (
𝑑𝐾(𝑡)
𝑑𝑡 )
+(
𝜕 log[𝐹(𝐾(𝑡), 𝐿(𝑡))]
𝜕𝐹(𝐾(𝑡), 𝐿(𝑡))
)(𝜕𝐹(𝐾(𝑡), 𝐿(𝑡))/𝜕𝐿(𝑡))(𝑑𝐿(𝑡)/𝑑𝑡)
↔
?̇?
𝑌
=
𝜕𝐹
𝜕𝐾
𝐾
𝐹
?̇?
𝐾
+
𝜕𝐹
𝜕𝐿
𝐿
𝐹
?̇?
𝐿
+
?̇?
𝐴
・・・(3) 
が得られる。 
 
今、各企業は完全競争市場にて労働 L・資本 K を調達し、利潤最大行動をとるならば 
r =
∂F
∂K
 , 𝑤 =
𝜕𝐹
𝜕𝐿
 
が成立、(3)式への代入により 
?̇?
𝑌
=
?̇?
𝐴
+
𝑟𝐾
𝐹
?̇?
𝐾
+
𝑤𝐿
𝐹
?̇?
𝐿
・・・(4) 
となる。 
 
生産関数にて、K、L の一次同時性（N*F(K,L)=F(N*K,N*L) N:正の整数、規模に関
して収穫一定とも呼ぶ）を仮定すれば  
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Y =
∂F
∂K
𝐾 +
𝜕𝐹
𝜕𝐿
𝐿 
と書け、さらに整理することで 
Y = rK + wL 
↔ 1 =
𝑟𝐾
𝑌
+
𝑤𝐿
𝑌
 
↔
𝑟𝐾
𝑌
= 1 −
𝑤𝐿
𝑌
・・・(5) 
となる。(5)式を(4)式に代入すると 
?̇?
𝑌
=
?̇?
𝐴
+ (1 −
𝑤𝐿
𝑌
)
?̇?
𝐾
+
𝑤𝐿
𝑌
?̇?
𝐿
・・・(6) 
となり、TFP 成長率
?̇?
𝐴
の計測が可能になる。 
実証分析の際は、当該年度における、Y には工業増加値xxvi、K には固定資本、L には
労働者数、wL には支出した賃金（人件費）をそれぞれ代入し、計算を行った。 
 
【参考文献】 
Iwata，Shigeru, Mohsin S. Khan and Hiroshi Murao (2002) “Source of Economic 
Growth in East Asia: A Nonparametric Assessment ”  IMF Working Paper 
WP/02/13. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
xxvi 当期の工業総生産高から生産に必要な経費（中間投入コスト）を差し引いたもの。各
期における生産活動の最終的な成果を示す。 
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終章 結びにかえて 
 
改革開放以降、中国は年平均 7%以上という驚異的な経済発展を遂げた。それに伴
い、中国の人々の平均所得もまた急激に増大し、今後もその成長は続くと言われてい
る。例えば、序章で紹介したように、ボストンコンサルティンググループの予測によ
れば、2010 年から 2020 年にかけて、中国の中間層は 1 億 900 万世帯から 2 億 200
万世帯に増加するという。そして、彼らの 4 割近くが、エレクトロニクスやアパレル、
ヘルスケア等の分野における高品質な商品の購入を志向しているという。中国企業は
これまで外需を取り込むことで成長を続けてきたが、今後の成長のためには拡大する
このような内需を取り込む必要がある。そのためには、要求水準がより高度化すると
考えられる消費者に受容されるような、より質の高い製品を生産できることが望まし
い。独自のイノベーションの深化は、中国企業や産業の今後にとって非常に重要な鍵
であるといえる。 
経済の発展とそれに伴う内需の拡大というこのような予測が存在する一方で、世界
銀行と中国国務院発展研究中心が 2013 年に発表した China2030 では、中国が「中所
得国の罠」に陥る危険性が指摘された。中所得国の罠についての紹介は他章に譲るが、
それを乗り越えるためには、経済発展のパターンを資本や労働の投入に依存した粗放
型から、科学技術の進歩や労働者の熟練化などによる生産性の上昇を伴う集約型に転
換させ、イノベーション能力の深化に取り組むことが必要不可欠であるという。  
異なった立場から中国経済の今後を予測する両者の指摘に共通する特徴は、いずれ
にせよ、今後の中国の持続的な発展には独自のイノベーションの深化が必要不可欠で
あるという点である。そこで、本研究ではそのような中国独自のイノベーションに光
を当てた。具体的には、第 1 章では「クリエイティブ資本理論」、第 2 章では「第二
世代イノベーション」、第 3 章では「政府と結びついた自主イノベーション」という
視点から考察した。以下では、それらについて簡単に整理する。  
第 1 章では、リチャード・フロリダのクリエイティブ資本理論を援用しながら、実
際にイノベーションが生じる「都市」に着目し、様々な要因を考慮しながら、マクロ
的な視点からイノベーションの重要性について実証的に確認・検討した。その結果、
これまで中国経済は資本や労働の投入の増大に依拠した粗放型の経済発展を遂げたと
言われているが、その一方で、技術投資や人的資本の蓄積、社会資本の整備といった
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要因もまた、都市や地域の発展にとって重要であることが示された。それにより、イ
ノベーション活動の重要性が間接的に確認された。  
ただし、第 1 章でイノベーションの重要性が実証的に確認された一方で、具体的に
中国においてどのようなイノベーション活動がなされているのかという点までは検証
することが出来なかった。そこで、第 2 章と第 3 章ではこの点について、Breznitz and 
Murphree（2011）が指摘した中国独自の特徴に着目しながら、企業レベルの大規模
なミクロデータを用いて実証的に検討した。  
第 2 章では、中国におけるイノベーションの独自性に関わるブレズニッツとマーフ
リーの仮説を実証的に検証した。彼らによれば、中国には「構造化された不確実性」
が存在するため、多くの中国企業は中長期的な投資が必要となる自主イノベーション
を手控える傾向にあるという。しかし、そのことは、新製品開発が滞ることを意味す
るものではない。中国企業は、グローバル化やモジュール化の流れに古くから中国に
存在する「包」と呼ばれる慣習を適用させ、「垂直分裂」という生産の仕組みを自然発
生的に形成させた。垂直分裂とは、生産工程それぞれを異なった企業が請け負う仕組
みであり、部品ごとに必要な技術のキャッチアップを各々の企業がそれぞれ請け負う
ことで、一社では非常に時間がかかる、最終製品の完成に必要な全ての技術のキャッ
チアップを、産業全体として早期に達成する仕組みでもある。 
ブレズニッツとマーフリーは、こうした中国における独特の新製品開発の仕組みを、
「第二世代イノベーション」と呼んだ。即ち、コア技術については垂直分裂等の仕組
みを活用することで外部から入手し、機能やデザインの面から新たな価値を生み出す
という手法である（ただし、第二世代イノベーションには、まったく R&D を行わな
い単純な模倣品から一定規模の R&D を伴う新製品の開発まで幅広い内容が含まれ
る）。彼らは、第二世代イノベーションが中国企業の発展に対し非常に大きな貢献をし
たと指摘したが、この指摘はフィールド調査の結果によって示されたものであり、ミ
クロデータを用いた実証的裏付けはなされてこなかった。そこで、第 2 章では、中国
企業は長期の研究開発期間を要する自主イノベーションではなく、短期間で確実に成
果が得られる低リスクの第二世代イノベーションを選択するというブレズニッツとマ
ーフリーの仮説を、大規模なミクロデータを用いて実証的に確認した。実証結果によ
れば、第二世代イノベーションが企業の成長に有意な正の影響を与えていることが示
された。 
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第 3 章では、中国企業のイノベーション活動の特徴を「政府と結びついた自主イノ
ベーション」という視点から考察した。第 2 章では、構造化された不確実性の存在に
より、多くの中国企業は自主イノベーションを手控える傾向にあると指摘した。しか
し、自主イノベーションが成功すれば高い収益を得られる可能性が高いため、中国に
もそれに取り組む企業が少数ではあるが存在する。そこで、第 3 章では、それらの企
業がどのように構造化された不確実性を軽減しながら自主イノベーションに取り組ん
でいるのかを、「政府との結びつき」という視点から考察した。即ち、政府との結びつ
きによってもたらされると考えられる不確実性の低減や支援の獲得という利点は、企
業が自主イノベーション活動によって得る成果（新製品の販売や TFP の改善）をより
増大させるのかという点について、実証的検討を行った。推計結果によれば、公有資
本比率と所有制で測った政府との結びつきが強い企業において、自主イノベーション
活動がその成果に正の影響を与えていることが分かった。  
本研究では、様々な角度から中国のイノベーションの独自性を実証的に考察した。
加藤（2013）が指摘するように、中国には非常に激烈な企業間の生存競争が存在する。
そのような環境においては、生き残るためにはイノベーション活動をほとんど行わず、
模倣品や、デザインや仕様をわずかに変えただけの新製品を安価で販売することで価
格競争に勝利し、短期的に収益を上げる戦略をとる企業が多く見られる。しかし、こ
の戦略は、製品の同質化とそれに付随する価格競争の激化による利益率の低下という
弊害を生む。それを避けるためには、他社製品と差別化ができるような新製品を開発
する必要があり、R&D 投資を伴うイノベーションに取り組むことが必要不可欠とな
る。 
本研究における実証分析の結果によれば、「第二世代イノベーション」、とりわけ
R&D 投資をしない（あるいは、ほとんど R&D 投資をしない）新製品開発が中国企業
にとって非常に重要な役割を果たしていたわけだが、今後は、それぞれの企業が置か
れた産業の状況に応じて、それぞれの企業にとって最適なイノベーションを選択し、
創造的な人材の育成などを通じてそれを発展させる必要があると考えられる。もとよ
り、本研究における実証分析は、データの制約から企業の区分等の面で様々な仮定を
置いた、やや試験的な性格のものである。中国企業のイノベーション活動について、
大規模なミクロデータを用いた実証研究が非常に少ないことを踏まえれば、様々な側
面から試験的な実証分析を行ったことは本研究の貢献の一つであると考えるが、より
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厳密に中国企業のイノベーション活動における独自性を把握するためには、さらに精
緻な分析が望まれる。以下では、今後の研究課題として重点的に取り組もうと考えて
いる課題を、いくつか指摘しておきたい。  
 本研究では、データの制約から、自主イノベーションを行う企業を「継続して R&D
活動を行っている企業」、第二世代イノベーションを行う企業を「継続的な R&D 活動
を行っていないにも拘わらず新製品を販売した企業」と区分した。この区分によって
も、十分両者の特徴を識別することは出来ていると考える。ただし、コア技術を外部
依存し、既存技術を組み合わせながら、機能やデザインの面から新たな価値を付け加
えるという第二世代イノベーションの本来の意味は、必ずしも R&D 投資と矛盾する
わけではない。言い換えれば、本研究の実証分析では簡単化のために一括りとした自
主イノベーション活動を、大量の研究開発費を投じてコア技術の開発を志向する「コ
ア技術の R&D」としてのそれと、既存の技術や部品の組み合わせの手法を中心に研
究し、より洗練された革新的新製品を生み出そうとする「第二世代イノベーション的
な R&D」としてのそれに区分できる可能性がある。  
現在の中国においては、自主イノベーションに取り組む企業の多くが「第二世代イ
ノベーション的な R&D」に取り組んでおり、「コア技術の R&D」に取り組む企業は
まだまだ少ないと考えられる。今後の中国企業や産業の発展をより厳密に論じるため
には、両者を区分し、これからも現状のままの「第二世代イノベーション的な R&D」
に取り組み続けることが重要なのか、「コア技術の R&D」へと転換する必要があるの
かという点を明らかにする必要がある。中所得国の罠の議論を踏まえれば、これはひ
とつの重要な論点であると考えられる。 
ただし、これを議論するためには、既存の企業データのみではなく、特許等の幅広
いデータを収集し、各企業が取り組むイノベーション活動のタイプをより厳密に区分
する必要があり、この点を今後の研究課題としたい。  
 データなどの様々な制約から、これまであまり多くの研究がなされてこなかった中
国のイノベーションについて、その独自性の一端を実証的に明らかに出来たことは、
本研究の貢献の一つであると考える。今後も中国は世界経済の中で非常に重要な位置
を占めることは疑いなく、その持続的な発展が望まれる。中国経済の持続的な発展と
いう文脈の中でイノベーションは必要不可欠な要素であり、今後もそれについて研究
を続けてゆきたい。 
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